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Ⅰ木材利用の多様化を促進するための技術開発
T e c h n o lo g lC a l D ev e lo p m e nt fo r Diverse U一川ization ofWood Products

1 ． 需要分野拡大のための木材利用

技術の開発

R es e a r ch a n d D e v e lo p m e n t o f U tiliz a t io n

T echn olog ies fo r E n la rgem en t of W ood

P ro du cts Market

木質内外装材の製品開発

D ev elo pm ent of W ood en Interio r an d E x terior

P a r ts

木質内外装材の性能評価 と施工法の改善

A ss e ssm e n t o f Q u a lity a n d Im p ro v e m e n t o f

E x ecution of W o oden P an e11in g an d S id in g

平成 2 年度 に引 き続 き， カラマツ材のサイディング

による屋外ばくろ試験等によって，施工後に トラブル

が発生 しないような内外装材の断面形状 と適正 な施工

条件 について検討 した。 また， 2 年度に林産試験場の

試験 品を施工 した物件につ いて，部材の形状変化な ど

を追跡調査 した。 さらに，金具等を用 いた内外装材の

施工法の簡略化 について検討 した。

その結果，施工後に トラブルが発生 しに くい内外装

材の断面形状 としては，板厚，表面性状， さね長 さ等

の因子が重要 であることが分か った。特に，サ イデ ィ

ングの場合は，幅反 りな どが起 こりに くいように厚 く

て（2 cm以上の板厚が望 ましい）幅の狭 いもの， しか

も塗料・保護剤の適正な塗布量を確保できるように材

表面 をエンボス加工 した ものが望 まれる。 また，林産

試験場で試作したサイディングの施工物件について追

跡調査 した結果，特に問題点は認め られ なか った。 さ

らに，施工法の簡略化の一つ として， 予備穴 を必要 と

しない特殊釘 （商 品名 ：フィニ ッシュネイル，釘胴部

の形状 と寸法 ：矩形，1．1mm x l．3mm）の引き抜 き抵抗

と作業性を調べた結果，この釘の引き抜き抵抗は同じ

長さの鉄丸釘の 2 倍強の値 を示 し，専用 ネイラー によ

る作業時間は従来 の予備穴をあけてか ら，金づ ちで鉄

丸釘を打ち込む場合の半分以下に短縮できた。

〔 林産試場報 第 6 巻 第4 号〕

（ 平成 2年度 ～平成 3 年度）

（ 加工科）

1 ．1．2 音響性能 を付加 した木質建材の開発

D ev elo pm ent o f W o od －B ased Building

M aterials A d ded th e A cou stic Property

平成 2 年度には音響性能 を重視 した内装材，特 にオ

ーディオルームに代表される視聴覚室に使用可能な吸

音性能 を考慮した内装壁パネルの開発を行い、室内音

響設計に使用し得ることを確認した。

3 jF度には音響性能を重視した開口部材，特に高い

遮音性能 を有す る木製サ ッシ， ドアを開発するため，

防音サ ッシに関す る資料 の収集 を行 い，現状 の技術状

況を調査 した。 その結果， アル ミサ ッシと樹脂サ ッシ

では特別に防音サ ッシとして開発 されたものはみられ

るが，木製サ ッシに関 しては，カ タログ上では防音性

が記載 された ものはあ るが，実際にはガラス構成 を変

える以外，構造的には通常の窓とほとんど変わらない

のが現状 であった。 また， ドイツエンジニア協会技術

指針 Ⅴ二D I 2719（窓 とその付帯設備の遮音）について検

討を加え，我が国の建物構造を考慮 した指針に関する

素案の作成を行った。

（ 平成 2年度 ～平成 4 年度）

（ 性能開発科）

1 ．1．3 高齢化福祉社会に向けた環境整備の関連技術

D evelopm ent of W elfare Housesfor

t h e A g e d a n d th e Handicapped

高齢者や障害者のための住環境整備 は非常に重要 な

課題である。そこで，特に住宅における問題点，改善

策，そ こへの木材・ 木製品の活用の可能性 を明 らかに

するために， これか らの福祉住宅のあるべ き姿， 問題

点に関 して情報収集等の調査 を行 った。

現在，建築分 野において長寿社会におけ る建築 はど

－5 一



木村利用の多様化を促進するための技術開発

うあるべ きか とい う課題 が大 きな比重 を占めるように

なってきた。現状では「普通」の住宅を車椅子生活が

可能 になる構造 に改造することがあるが，不 充分であ

る。今後，機能性や居住性 を考慮 した増改築 システム

を確 立す る必要 がある。この場合，木造住宅の方が よ

りフレキシブルな対応が可能 と考える。 また，高齢者

や障害者が使いやすい住宅付属施 設（バル コニー，外

階段，サ ンルー ム等の半 戸外施設） を考 えた場合，車

椅子での使用を可能にするためには段差 を設けないこ

とであるが，雨仕舞等で問題点が大 きい。む しろ，車

椅子を「は き香 える」 ことを前提 とした方が住宅管理

上好ま しい。そこで使われる室内用木製小型車椅子等

の福 祉器材 を開発す る可能性は大 きい。

（ 平成 3 年度）

（ 性能 開発科）

1 ．1．4 カラマツ中大径材 を利用 した製品設計と試作

T rial M an ufactu ring o f F u rniture

U se d Plantation Grown Larch

カラマツ中径材や L V L の材質的特徴 を生かした家具

を設計・ 試作 し， その加工性，塗装性，機能性，意匠

性な どについて検討 した。

平成 3 年度の検討結果を取 りまとめると次 ぎの よう

にな る。

（ 1） カラマツ小 断面材 を格子状に組み合わせ た内装間

仕切り（パーティション）を設計・試作し，事務室，

住宅な どの内装部材 として応用 し得 ることを確認 した。

（ 2） カラマツ L V L 材を使 って応接セ ットを設計・試作

した。大 きな断面で扱 う場合 に問題 となる板 目面 をデ

ザイン上の手法で処理 し，L V L 独特のフォルムを強調

した。 また，仕口部分の仕上 げを容易にす るために加

工性の良好な異樹種を組み込むなどの新 しい試みを取

り入れ， デザ イン上のア クセン トとした。

（ 3） 機能性の高い各種収納家具 を設計・ 試作 した。 中

大径材の木 目の美 しさを生かすために不要 な装飾加工

は極力排 除 し，材の厚みの中に機能 を仕掛 けた り，材

幅を生か したシンプルな構成を行 う等，中大径材 とし

ての厚み と幅 をデザ イン上で効果的に取 り入れた。 ま

た，金物顆の取 り付 け加工 にお いてはカラマツの材質

特性 を十分に考慮 した細かい配慮が必要であるこ とを

確認 した。

（ 4） カラマツのアンモニア処理 による着色効果 を部分

的に利 用したが，顔料による着色 とは違 った色調が効

果的に得られることを確 認 した。 また，処理材 を加工

する場 合には着色部分が欠損 して しま う恐れが大 きい

ので， 組み立て後 に部分 的あるいは全体的な仕上げ処

理を行 うことも考 えられる。

（ 平成 3 年度）

（ 性能開発科，普及課）

1 ．2 木造住宅の施工技術 および資材の開発

工Ie v e lo p m e n t of House－BuildingTechnology

f（）r Wooden House and Materials

1 ．3 大規模構造物の施工技術 および資材の開発

亡Ie v e lo p m e n t o f BuildingTechnologyfor

L arg e－S cale S tructu res a nd M aterials

l ．3．1 体育館用床暖房構造 とそのシステムの開発

（ 民間委託）

D e v e lo p m e n t o f H e a t in g F lo o r C o n str u c tio n

S y s te m andthe System forGymnasiums

（ 平成 2 年度 一平成 3 年度）

（ 成形科，加工科，構造性能科，性能開発科）

1 ．3．2 木造大架橋構造物の開発

D e v e lo p m e n t ofLargeSpanTimber

C o n s tru c t io n

現在，木材 を主構造 とする大形の建造物の建 設が世

界的な趨勢 となってお り，こ うした時代背景の基で，

材料供給サ イ ドにおいて も大架構構造物の部材製造や

設計手法を構築することは，今後の大架構構造物の開

発に大 きく寄与する もの と期待 され る。

本研究は，木材を主体 とした混構造の大架構構造物

の開発 を行 い，木質構造物の広範囲 な建築分野への浸

透を図 り，木材の需要拡大 に貢献す ることを目的 とす

るもの で あ る。

ー6 － り・H ok k a ido F or・P ro d・R es・In st・V ol・6 ， Nα4・ 1992 〕



木材利用 の 多様 化 を促 進す るための 技術 開発

平成 3 年度 は，縮小 モデルの設計・試作 を中心に，

構造形式な らびに施工方法 を確 認 し，次年度以降のよ

り実大に近 い接合部等の部分実験 による性能確認が円

滑に実施で きるよう検討 を重ねた。

（ 1） 構造物の基本デザ イン，架構構造の検討

構造物の基本デザイン（意匠） として，集成梁がワ

イヤーに より弾性支持 され る斜張橋に近い架構構造 に

よるモデルを決定 し， その基本構造 についての構造試

算を行い，下記の縮′」、モデルを作成す る上 での部材の

断面構成，接合部の構成法等を検討 して初期的なモデ

ルの確定 を行 った。

（ 2） 縮小 （1 ／10程度）全体 モデルの試作 による施工

試験・強度試験

モデル実験 によ り，架構方式や接合形式を手直 しし

ながら，力学的 に有効，かつ施工方法が合理的 な構造

形態 を見いだす ため，基本モデルの 1 ／10の縮小模 型

を試作した。部材にはいずれもエゾマツ製材を使用し，

ワイヤーには広範囲な荷重域で伸 びが均一な登 山用の

ロープ を採用 して，比較的低 レベ ルの加力試験で もワ

イヤーの伸 びの効果が十分 に確 認できるもの とした。

梁材の応力分担 （曲げモー メン ト）が より均等 にな

るよ うに，主ワイヤーの複数配置を行 い，その引張剛

性や配置位置について検討 した。 また，主要部材であ

る梁材 を仝スパンで 3分割 し，その中間部は立体 トラ

スと張弦梁 とを組み合わせ た構造，両側の部分 は単純

な梁 となっている。 それぞれの分割要素の支持・ 接合

条件 は，その両端 についてはピン接合 による単純支持，

中間部 についてはピン接合 ならびに剛節接合の 2 条件

として， それぞれの条件における主部材の負担応力や

変形性状 について検討 した。

なお，本研究テーマは平成 4 年度 よりデザ イン科 と

の共同研究 となる。

（ 平成 3 年度～平成 5年度）

（ 構造性能科，性能開発科）

1 ．4 土木・農業用施設等の施工技術および資材の

開発

D ev e lo p m e n t of Construction Technology for

〔 林産試場報 第 6 巻 第 4号〕

P 11b lic Works and AgriculturalFacilities

a rld Materials

l ．4．1 カラマツ中小径材の簡易加エによる新たな用途

開発 （住木 センター委託）

D e v e lo p m e n t o f N e w U s es B a se d o n S im p le

P r o c e ss for SmallLarch Logs

今後，大量に出材 が予想 されるカラマツ中′ト径材の

需要の拡大 には，用途の 多様化が不可欠である。その

一つの方向 として， カラマツ丸太・たいこ材 を，簡易

な加工 のみで利用できる分野，例 えば簡 易建築物や土

木施設等へ用途開発 を進め るこ とが考 えられ る。

そのためには，カラマ ツ材固有の長所 （高耐久性，

高強度）や丸太・たいこ材の性質であ る加工 コス トの

低さ， 目切 れが なく高強度であること，防腐剤の注入

のしやす さ等の特性 を十分に活用 した用途の開発が重

要である。

（ 1） 気乾材美大丸太の動的ヤング係数の測定および曲

げ強度試験

丸太は製材 品に比べ て，強度性能は高い といわれて

いるが， これらを証明す るデータが乏 しく，製材品 と

同等 に扱われているのが現状である。 この ような状況

から，強度等級区分法確立のための基礎資料を得るこ

とを目的 としてカラマツ九大 を対象 に強度試験 を実施

して い る。

平成 ：i年度は， カラマツ気乾丸太34本について基本

振動周波数による動的ヤング係数 の測定な らびに莫大

曲げ強度試験を実施した。

結果 は，動 的ヤング係数で97．0～111．9～129．0（ton f／

c m2）曲げ破壊係数で420．2～533．0－609．6（kg f／cm2）曲

げヤング係数で82．7～99．7～12．01（tonf／cm2）の範囲で

あった。 2 年度のカラマツ生材丸太の曲げ強度試験結

果と比較す ると曲げ破壊係数，曲げヤング係数 とも大

きな差異は認め られ なかった。 これは，天然乾燥 中に

発生 した割れの影響 が大 きかったもの と思 われ る。動

的ヤ ング係数 と曲げヤ ング係数の関係では，動的ヤン

グ係数の方が曲げヤング係数 よ りも12％ほど大 きい値

を示 した。

（ 2） 土木用施設・資材 の実態調査
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木材利用の多様化を促進するための技術開発

ウォー ターフロン ト関連の木製施設 について，国内

および国外の事例 を調査 した。

国外では， ニュー ヨーク（ア メリカ）のサウスス ト

リー ト・ シーポー ト（ピア17）の護岸やバンクーバー

（ カナ ダ）のグランピル島の水面上 に張 り出 したテラ

ス等，木が直接水に接 している例 もみ られた。

しか し，国内では木材 を主要構造部や水中に使用 し

た例 は， イベ ン ト等で短期間使用す る施設以外 はほ と

んどみ られなかった。木材の持つ暖か さや柔 らか さ，

周囲の景観 との調和等，木製品による施設への期待は

高い ものの，施主が要求す る耐用年数 に対 して木材の

耐久性が一致 して いない場合が 多かった。

（ 3） 農林水産業用 P T 型ハ ウスの実態調査 と要求性能

の把握

農林水産業 用 P T 型ハ ウスの開発か ら10年以上が経

過し，近年，ユーザーサイ ドか ら規模の拡大や一部構

造の見直 し等の要求があがっている。 この ようなこと

から，P T 型ハウス仕様書の改訂に向けて，既設ハ ウス

の実態調査な らびに関係者か らの意見・ 要望等の聴取

を実施 した。

P T 型ハ ウスの建設戸数の調査は，確認 申請を受けた

ものに限定 して行 った。その結果，釧路支庁 （確認 申

請を行 っていないもの も調査）を除いて，130棟 であっ

た。また，築10年以上が経過 した P T 型ハ ウスの損傷

状況は， トラスのガセ ッ ト板表面の一部の釘に錆が発

生しているものの， トラスおよびポー ル等の構造部材

に腐朽 などは観察 され なかった。

施主および施工業者の主な意見・ 要望 としては，ハ

ウス内での大型機械が使用可能 な規模への拡大， オー

プンリッジ部の雨水処理，基礎部分の施工手順 等の改

善があげられた。

（ 平成 3 年度一平成 5 年度）

（ 構造性能科，材料性能科，耐久性能科）

1 ．4．2 治山施設等におけるカラマツ間伐材の利用技術

開発 （民間委託）

U tiliz a t io n o f S m a ll L a rc h LogsforForest

L a n d Conservation

（ 平成 2年度 ～平成 3 年度）

（ 加工科）

1 ．5 木製エクステ リア製品の開発

Ⅰ）e v e l o p m e n t ofWoodenExteriorProducts

l ．5．1 中小径材のエクステ リアヘの利用技術開発

D ev e lo p m e n t o f E x te rio r E q u ip m e n ts U s in g

S m all W o od

人工林中小径材の需要拡大 を図るため，デザ イン性

に優れ，加工性，施工性が よ く，耐久性に富んだ製品

への利用技術を開発することを目的 とした。平成 2年

度は住宅用エ クステ リアへの利用技術開発を行 った。

3 年度 はス トリー トファニチ ャーへ の利用技術開発を

行った。

地域 モデル としては櫓 山管内乙部町 を選 定 し，町並

みに配慮 しながら町の個性 を表現 した各種 ス トリー ト

ファニチャー（バ ス待合室，街路灯，電話ボ ックス，

各種案 内根，ごみ箱，フラワーボ ックス，ベ ンチ， シ

ンボル塔）のデザ インを提示 した。部材には地元産ス

ギを催用 し，角材 （断面 7 cm X 12cm）の組積工法 を採

用することで， デザ インに統一感 を与 えるとともに，

部材および施工 のシステム化 を図った。部材には防腐

処理材 を使用 し，仕上げはウレタン塗装 としたが，今

後耐久性 について継続的に観察 してい く必要 がある。

（ 平成 2年度 ～平成 4 年度）

（ 性能開発科，構造性能科，接着塗装科，耐久性能科）

2 ． 木質材料の性能向上技術の開発

f 乙e s e a r c h a n d D e v e lo p m e n t forImproving

l Tech no log leS Of W ood MaterialProperties

2 ．1 寸法安定性 向上技術の開発

Ⅰ）e v e l o p m e n t forImprovlngTechnology of

I ）im en sio n a l S t a b ility

2 ．1．1 新 しい化学処理木材 の開発 （林野大 プロ）

D e v e lo p m en t ofa NewChemical

M od ification Method of Wood

この課題 は林野庁の大型プロジェク ト研究「国産針

葉樹材の高付加価値化技術の高度化」に基づ き，昭和
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木材利用の多様化を促進するための技術開発

6 3年度か ら実施 してお り，平成 3 年度が最終年度であ

る。 この課題 は二つのテーマに大 き く別れてお り， そ

のうちの一つは乾燥 に関わる検討課題，もう一つは内・

外装材料の高付加価値化に関わる検討課題である。後

者の課題 はさらに二つ に別れてお り，一つ は主に化学

処理に より木材の耐候性・ 耐朽性 を向上させ，高付加

価値化する技術開発に関する課題，もう一つは木材素

材および処理材の耐久性の評価 に関す る検討課題 であ

る。乾燥に関わる検討課題は林産試験場では乾燥科 が

担当したので，ここでは主に高付加価値化の検討課題

につ いて述べ る。

化学処理技術の開発 につ いては，林産試験場でパー

ティクルボー ドの寸法安定化を目的として開発した，

マレイン酸・ グ リセ リン処理 （M G 処理）を素材に通

用することにつ いて検 討を行 った。 2 年度までの結果

として，以下 の点が明 らか となっている。

・ マレイン酸とグリセリンの最適混合比は 6 ：4 － 7 ：3。

・ 溶媒は水よりもメタノールの方が適している。

・ ナ トリウム塩が触媒として有効である。

・ 抗膨潤能は70～80％程度であった。

・ 耐朽性 に関 しては，菌種 により差 があるものの，重

量増加率に比例して効果が認められた。

・ M G 処理は，マ イクロ波で曲げ加工 した木材 を固定

する能力にも優れていた。

3 年度はこれらのM G 処理の特徴を生かし，曲げ加

工材を使用した屋外用ベンチを作製し，その総合的な

性能について検討 した（第 1図）。

第1 図 無処理（左）およびM G 処理（右）ベンチの

屋外暴露試験結果

F ig ．1・ R e s u 托s o f o u t d o o r e x p o s u「 e o f a c o n t「o l

b e n c h （le ft ）a n d a M G －t re a t e d b e n c h（r ig h t ）．

〔 林産試場報 第 6 巻 第4 号）

無処理材で作製したベンチは屋外暴露複数 日で，曲

げ部分が変形 しは じめたことか ら，特別な対策 を講 じ

ない限 り，屋外での使用 には耐えられない と判断 され

た。それに対 して，M G 処理した方はほとんど原形を

維持 してお り， この処理が十分 な固定能を有す ること

が実証された。このことはM G 処理により屋外で使用

する木製品のデザインの自由度が高 まるこ とを意味 す

る。

また，M G 処理したシナの試験片を屋外に暴露した

場合の表面粗さの経時変化について検討した。無処理

試験片は暴露期間が長 くなるにつれて表面 が風化 し，

春材部が痩せた結果凹凸が顕著 になった。 さらに，一

部の無処理試験片では小さな亀裂 も認められた。それ

に対 して，M G 処理試験片では表面の平滑性が よく保

たれてお り，無塗装 で も十分な耐候性 を有 しているこ

とが明 らか とな った。

本課題の もう一つの柱 である全国的な レベルでの木

材の耐久性 の評価に関 しては，63年度か ら引き続 き，

塗装および無塗装合板の屋外・屋内暴露試験を継続中

である。なお，本試験 は 3 年度で終了するが， さらに

2 年間暴露を継続して行 う予定である。暴露試験片の

一部は抜き取 り，森林総合研究所に送付 して色調の変

化などについて測定中である。

もう一つの課題として，九州から北海道までの全国

1 1の試験研 究機関でM G 処理パー ティクルボー ドの屋

外暴露を実施 し，その耐候性について検討 した。M G

処理パーティクルボー ドの製造条件は以下のとおりで

ある。すなわち，カラマ ツ削片（長 さ40mm X 厚 さ0．5mm

幅R an do m ）にM G を木質重量あた り10％噴霧 した後，

粉末フェノール樹脂接着剤 を6 ％添加 し，骨法に した

がってマ ッ トフォー ミングし，熱圧 した。

暴露 は富山県林業技術 センターの作成 したマニュア

ルに基づいて実施された。M G 処理パーティクルボー

ドの暴露試験に参加 したのは森林総合研究所（所在地 ：

茨城県）をはじめ，各県の林業・林産試験場，グリー

ンセンター，林業技術センター，農林試験場等の試験

研究施設である。

1 年 間の暴露終 了後，各試験片は林産試験場 に返送

－9 －



木村利 用の 多様化 を促進 するた めの技 術開 発

第1表 各試験研 究期間で 1年間暴露 されたM G 処理
パーテ ィクルボー ドのは く離強 さ残存率

T a b 】e l Retention of tB of MG－treated particle－

b o a r d after one－year OUtdoor

t e s t

暴露実施場所 残存率 （％）

L o c atio n Retention

北海道 105 ．0

岩手 96 ．9

富山 84 ．9
福井 75 ．5
山梨 80 ．4

長野 71 ．3

静岡 98 ．7
茨城 89 ．4

和歌 山 76 ．3
徳島 68 ．1

長崎 80 ．9

e X P O S U「 e

平均 84 ．3

＿＿旦望こ旦呂旦＿．＿＿＿＿＿＿＿．．＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

され，前述の条件下で調湿 した後，厚 さおよびは く離

強さ（IB ）の残存率 を求めた。IB の測定は各試験片の

中央附近から4 枚ずつ切出 し，JIS A5908－1986に準拠

して行 った。

厚さ膨張率 は暴露開始後 9 か月まで含水率の増加 に

ともなって増 え続けた。含水率 が最高 となる36．8％の

時点で膨張率 はほぼ10％ となった。 この値 は同一ボー

ドから切出 した試験片を用いて行 った促進試験 （浸水

試験）の値，すなわち96時間で9．2％とほぼ等しく，M

G パーティクルボー ドの最大膨張率と考えられる。

各試験研 究機関で暴露 したM G パーテ ィクルボー ド

の， 調湿した後の IB 残存率を第 1 表に示す。結果と

して，データのバ ラツキのため，細部にわたる解析 は

行えなかったが， 仝データの平均では IB の残存率が

8 4．3％であり，かなり優れた値であると判断された。

また，不 可逆的なスプ リングバ ックもほ とんど無視

し得 る程度であ り，M G 処理によ りパーティクルボー

ドに対 し優れた耐候性 を付与で きることが明らかにな

った。

以上の結果を総合する と，M G 処理はパーティクル

ボー ドお よび木材素材に優れた耐候性 を付 与す ること

が可能であ ると判断 された。 さらに曲げ加工材の形状

固定能 に優れていることや処理 コス トが安 いこ となど

の多 くの利点があることから，M G 処理は実 用化の可

能性の高い化学処理方法であると考えられる。 しか し

ながら，苛酷な処理条件 に伴 う材の劣化や暗色化が用

途によっては実用化の障害 となるため，処理条件の緩

和に関 して別の検討課題 の中で研 究を進めている。

（ 昭和63年度 ～平成 3 年度）

（ 化学加工科）

2 ．1．2 木材の新 しい耐久処理技術の開発 （共研）

I m p rov em ent ofWeathering Behavior of

W oo d by a NewChemicalTreatment

林産試験場ではパーティクルボー ドの寸法安定性の

改善を目的として，マレイン酸・ グリセリン処理（M

G 処至邑） を開発 した。本課題は，木材素材 にM G 処理

を適月】する際の反応条件の緩和 を目的 として，北海道

大学農学部 との共同で研究 を行 ってい るものである。

M〔こ処理パーテ ィクル ボー ドのみな らず，木材素材

に対 して も優れた耐候性 を与えるで あろ うことは十分

推測可能である。 しか しなが ら，反応性 の劣 る遊離 の

カル ポン酸 を使用 したこと（それによるメ リッ トも多

いが）に起因して，処理条件が苛酷にならぎるを得な

い。 －々の結果 として，M G 処理 された材は脆 くな り，

暗色化するなど実用化の障害 となる点がある。

これ らのM G 処理 の欠点 をで きる限 り除去す るため

には，反応についての知見 を得 た上で， その反応に効

果的 な触媒 を使用するなどして反応条件 の緩和 を図る

ことが重要 である。

平成 3年度 はこの方針 に基づ いて，M G 処理の反応

に閲 し／て基本的 な検討 を行 った。

最初に，M G 処理液の調製条件 とその組成 について

検討 を行った。IR スペ ク トルおよび1H －N M R スペ ク

トルか ら処理液 中には，無水マレイン酸 とグ リセ リン

のエ ステルが存在するこ とか確認 された。また，水浴

上で無水マレイン酸 またはマ レイン酸 とグ リセ リンを

混合 して反応させた場合の経時的な酸価 とケン化価の

変化 について検討 した。興味深いのは，80℃程度の比

較的低 い温度で，無水マ レイン酸よ りも反応性のやや

劣る と考 えられ ているマ レイン酸を使用 した場合に も

酸価 が低下 し， ケン化価 が増加 している点である。こ

のこ とか ら，比較的低い温度でエステルが生成す るこ

ー1 0 －
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木材利用の多様化を促進するための柁術開発

とが考え られ る。 また，質量分析の結果，M G 処理液

中には m ／z lOOOを超えるもの まであるこ とか ら，遊離

のカルポン酸 も縮合 してい るこ とが明 らか となった。

セル ロースとマ レイン酸 との縮合反応につ いては，

マレイン酸 または無水マ レイン酸単独 でセルロースま

たは グル コースと反応させ，13C－N M R によって結合形

態を検討 した。その結果，無水マ レイン酸 を用いて も

マレイン酸を用いて もセル ロースまたはグルコースの

水酸基 との間 にエステル結合 が生成す るこ とが明 らか

にな った 。

以上の結果 を総合 すると，（無水）マ レイン酸はセル

ロー スともグ リセ リン とも結合 しているこ とが明 らか

になったが， この ことはグ リセ リンを介 してセル ロー

ス鎖間に架橋 が生成 していることを間接的に示唆 して

いる。 また，マ レイン酸の遊離のカルポキンル基の反

応性は無水物 よ りはやや劣 るものの，かな り高 いこと

が明 らか とな っ た。

次に， シナノキ試験片に30％ メタノール溶液 を含浸

した後，種々の反応条件下で処理 し，その寸法安定性

および溶脱率 を指標に，M G の反応に最低 限必要 な処

理条件 について検討 した。

M G 処理 を施 した場合 には， 1 回 目の浸水ではM G

処理 したすべ ての試験片で無処理 試験片に比べ て寸法

安定性がかなり改善された。 しかしながら，浸水乾燥

を繰 り返 した場合 には，最 も温和な反応条件（140℃で

1 時間）で処理 した試験片では溶脱率 が19％以上，体

積の減少率が 7 ％にも達 した。また，体積の減少にと

もない割れや変形が多 く認め られた。この ことは，M

G が十分反応せずに残 っていたため， 溶脱が激 しかっ

たものと考えられる。しかし，この条件よ t）処理が苛

酷になるにつれて浸水乾燥 を繰 り返 して も溶脱率，体

積減少 ともに低下 し，M G が より十分に反応 している

ことが 明 らか に な っ た。

以上の結果 よ り，現時点ではM G 処理には160℃・2

時間以上 の反応条件が必要 と判断されたが， この条件

の緩和が今後の検討課題であ る。

（ 平成 3年度 一平成 4 年度）

（ 化学加工科，耐久性能科，北海道大学）

〔 林産試場報 第 6 巻 第4 号〕

2 ．2 耐朽性向上技術の開発

D e v e lo p m en t ofImprovingTechnology of

D u ra b ility

2 ．2．1 官能基導入による木材の表面改質の研究

I m prov em en t of W ood S urface by

（ 二h e m ic a l M o d if ic a t io n

木材は内外装材として幅広く用いられている材料で

ある。 しか し，その耐久性は十分 とは言い難い。本研

究は，化学修飾によ り木材に官能基 を導入す ることに

よって，木材の耐久性 を向上させ ることを目的 とした

ものである。具体的には，官能 基を導入 し， これに後

処理 として金属 イオンを反応させ ることを試みた。

木材へ導入す る官能基は，経済性，後処理 との関係

を考慮 して選定 した。経済性の点からは，処理薬品は

汎用性かあ り，安価であること，処理工程 が単純であ

るこ とか必要 である。後処理は耐水性，耐腐朽性，塗

膜の耐久性などを向上させるこ とを目的 として行った。

いくつかの官能基について予備的に検討 した結果，化

学修飾 としてカルポ キンメチル化， スクシニル化が最

適であることを見いだ した。

（ 1） カルポキンメチル化

①処理方法

ブロック木材に適した処矧 ま，エタノールー水混合溶

媒を媒体 とし，モノクロロ酢酸 もしくはモノクロロ酢

酸ナ トリウム と水酸化ナ トリウム とを用 いた方法 であ

った。 この場合，低アルカ リ濃度 （2 ％以下）での処

理が可能で あった。

②反応溶媒

反応溶媒 としてエタノール， ビ リジン， ジメチルホ

ルム ア ミ ド， ジ メチ ルア セ トア ミ ド， ジ メチ ル ス ル ホ

キン ド， ホ ルム ア ミ ド， N － メチ ルア セ トア ミ ド， メ

チルセ ロソル7 や，テ トラメチル尿素，ヘ キサ メチルホ

スホ リック トリア ミドの10種 につ いて検討 した。

その結果， ジメチルスルホキン ド， メチルセロソル

ブ， ヘ キサ メチ ル ホス ホ リッ ク トリア ミ ド， エ タ ノー

ルを用いた場合 に高い反応が得 られた。特 にエ タノー

ルー水混合溶媒系が木材のカルポキンメチル化に最適で

ある と判断され た。

－1 1 －



木村利用の多様化を促進するための技術開発

③側鎖導入量

木材へのカルポキンメチル基の導入量はエ タノール

濃度が高 くなる程増大 し，N aO H ／ C IC H 2C O O H ＝2／

1（もしくは N aO H ／ C IC H 2C O O N a＝1／1）の時最大

を示 した （第 1 図）。

処理温度の上昇 に伴い，導入量は増大するが60℃以

上では一定 となった（第 2 図）。側鎖導入量は，N aO H

／C IC H 2C O O H の仕込量が 1 J の中に1 ．0／0 ．5（m ol／

m ol）までは導入量が増大するが，それ以上では一定 と

なった （第 3 図）。

（ 2） 金属 イオン導入の試み

上記の カルポキンメチル化木材に N a，M g，C a，F e

（ ⅠⅠ），Z n，C u，B a，P b，A l，F e（ⅠⅠⅠ）の10種の金属

イオンの導入 を試み，導入量，結合形態について検討
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（ 丑 金属塩処理法

所福渡度の金属塩溶液を減圧注入 し，室温で 1 時間

静置後蒸留水 で繰返 し洗浄 し，残余の塩 を除去 した。

I R の測定結果 から導入されたカルポキシメチル基末端

のカルポキンル基に金属が結合 されてい るこ とが確 認

された （第 4 図）。

②金属イオン導入量

金属の導入量は，導入側鎖が 多くなるに したがい増

大した。 また数値の少ない金属ほど増大する傾向 を示

した。
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木材利用の多様化を促進するための技術開発

　側鎖のコンフォメーンョンと木材中の分布状態から，

2値以上の金属の場合，少なくとも木材中のセルロー

スでは分子間結合が形成されていると推察された。

③　金属塩処理の効果

　金属塩処理材には高いはっ水性が付与された。接触

角は無処理材では64°であったが，Alでは126°，Fe（Ⅲ）

では130°であった。

　水に対する諸性質を評価するために，30℃，RH90．7

％での接線方向の寸法の経時変化と，30℃．水面下5

cmに24時間静置後の吸水率，接線方向の寸法変化を測

定した。その結果処理材の吸水率は無処理材の1／3

であった。しかし側鎖に対する金属の導入量を増大さ

せても寸法安定性の改質効果は見られなかった。

　またカルボキシメチル化木材と反応すると思われる

エポキシ樹脂系の塗料を塗布し，ウェザーメーターに

よる促進劣化試験を行ったが，木材と塗料が化学的に

結合したことによるメリットはみいだせなかった。

　カルボキシメチル化木材にFe，Al，Zn等の金属イ

オンを導入した場合に優れたはっ水性が付与されたが

この効果は促進劣化試験の結果に反映されなかった。

　　　　　　　　　　　　（平成元年度～平成3年度）

　　　　　　　　　　　　　　　　   （化学加工科）

2．2．2　ホウ酸製剤の木材防腐・防火処理への適用

　　　   （共研）

　　　Application of Boric Acid Products to Wood

　　　Preservation and Fire－Retardant Treatment

　ホウ酸は，臭いがなく無色で安全性に富む薬剤であ

るが，水に対する溶解度が低いので木材保存剤として

は単独では使われていない。最近，旭硝子㈱がトリエ

タノールアミンを使って高濃度のホウ酸溶液を作るの

に成功し，またホウ酸－シリカゲル担持体の製造やホ

ウ酸展着シートを開発したので，それらの製品の木材

防腐・防火処理への通用方法について検討した。

　その結果を列挙すれば以下のようである。

(1）ホウ酸高濃度溶液を用いた防腐効力試験では、耐

　候操作を経なければ，8kg／m3の処理で担子菌に対し

　て十分な効力を持つことが認められた。軟腐朽薗ケ

〔林産式場報　第6巻　第4号〕

　トミウムに対しては8～20kg／m3の処理で効力を発揮

　した。ただし，耐候操作を経るといずれの菌に対し

  ても32kg／m3の処理でさえ完全な効力を持たなくなっ

　た。

(2）ホウ酸高濃度溶液とホウ酸－シリカゲル担持体を

　  用いたナミダタケを対象にした土壌処理試験では，

　  それぞれホウ酸として2kg／m3あるいは3kg／m3の保持

　  量で十分な効力を示した。また，ホウ酸として70g／

　  m2の処理を施した不織布の菌糸生長防止効果は完全

　  であった。

(3）ホウ酸高濃度溶液の防黴力は弱く，ホウ酸として

　  20％の処理を施さなければ、完全な効力を示さなか

　った。

(4）ホウ酸高濃度溶液で処理した合板の表面燃焼試験

　  の結果，残炎時間を難燃3級の規格の範囲内に納め

　  ることはできなかった。

 本テーマは旭硝子㈱との共同研究であり，上記した

3種のホウ酸製剤を木材保存剤として利用する上で克

服すべき課題は来年度も引き続き検討する。

　　　　　　　　　　　    （平成3年度～平成4年度）

　　　　  （耐久性能科，旭硝子株式会社中央研究所）

2．3　耐火性向上技術の開発

　　  Development of Improving Technology of

　　　Fire Resistance

2．3．1木質系防火戸の開発（中企庁補助）

　　　Development of Fire Doors Made of Wood

　　　Materials

　平成2年6月，防火戸に関する建設省告示が改正さ

れ，熱や炎を一定時間遮ることができれば，部材が可

燃性であっても防火戸として認められることになった｡

これにより，防火上の規制から開口部が鋼鉄製のドア

やアルミサッシに限られていたマンション，ホテル等

にも，木製ドア，木製サッシを適用することが可能と

なった。

　防火戸は甲種と乙種に区分されており，甲種は60分

間，乙種は20分間の加熱を行い，次の評価項目を満足

しなければならない。



木村利用の多様化を促進するたわの技術開発

・ す き間，裏面側に達す る亀裂を生 じないこと

・ 裏面側に発 炎を生 じないこと

・ 裏面側に著しい発煙を生じないこと

・ 3 kgの砂袋による衝撃試験によっても，有害な破壊，

はく離，脱落のないこ と。

防火規制を受けるドアは，多くの場合甲種防火戸と

することが求め られる。そ こで，木質系材料に60分 間

の加熱によっても燃え抜 けない耐火性能 を付与する技

術，お よび ドアと ドア枠のす き問部分か らの燃 え抜 け

を生 じさせ ない防火上 の補強技術 を開発 した。

（ 1） 接着積層材料の耐火性能

木質系材料 と無機材料 との膨張率の違い等 による部

材の脱落や亀裂 を招かず，60分 間の遮熱性能 を有する

複合材料の組み合わせ方法 を明 らかにす るため，難燃

処理 した板材や合板， またはパー ティクルボー ドな ど

と無機系材料 とを接着積層 して作製 した面材料 に対す

る耐火加熱試験 を行い，60分加熱後の裏面温度 を比較

した。

複合化の タイプ としては，集成材 をコア としセラ ミ

ックファイバーや合板，難燃合板 を組み合 わせ たもの

が4 体，同様に集成材のかわ りにパー ティクルボー ド

をコアとした ものが 7体， ケイ酸カルシウム板の よう

な無機材料 をコアに，両側 に木材を使用 した もの 2 体

であ る。

パーティクルボー ドをコア とし，両側 にケイ酸 カル

6 0 3 3 2
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の
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S

シウム板，難燃合根 を使用 して レゾル シノール樹脂で

接着積層 した構成 を持つ厚 さ53mmの複合材料 は，60分

加熱終了時の平均裏面温度が66－78℃であ り，最 も遮

熱性に優れていた。

集成材 をコア とする材料は，パーテ ィクルボー ドを

コアとする材料 より劣 る結果 となった。これは，主に

加熱に よって集成材が変形 し，加熱側で保護層 として

働く無機材料の脱落を招 いたことによると考えられる。

（ 2） 甲種防火戸の耐火試験

かまちと ドア部材の組み合わせ部分， ドア とドア枠

とのすき間などに対する防火処理について，①から⑦

までの方法を組み合わせ た13体 の ドアを試作 した。

①ドア枠を2 段にする

②ドア枠にケイ酸系発泡材を装着する

③化粧縁にグラファイト系発泡材を装着する

⑥かまち内部にケイ酸系発泡材を挿入する

⑤かまちとドア本体部分の間にケイ酸系の発泡材，

またはグラファイ ト系の発泡材 を挿入する

⑥シリコン系の防煙パッキンを使用する

⑦プラスチック系の防火パッキンを使用する

耐火試験の結果，第 l 図に示す ような構成を持つ ド

アが甲種防火戸の基準を満足 した。

本研究の 目的 とした木質系 甲種防火戸 を作製す るた

めの基本的な技術開発はほぼ終了 し，建築基準に合致

する防火戸 を作製す る見通 しを得た。今後は，甲種防
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木材利 用の 多様化 を促進 す るための 技術開 発

火戸開発の意向を示 している企業に対 して， 3 年度の

基本的 な結果を もとに，建設大臣の認定取得，製 品化

をバ ックア ップす る予定である。

また， ドア部材の難燃化， ドア弱点部 を補強するた

めの無機発泡材料の組み込み等に よI）， これ までの甲

種防火戸に比較 し製作 コス トが大 きくか さむこ とにな

る。そのため， これ までの鉄製 甲種 防火戸 と競合 しな

い用途開発（高級化），お よび遮音性，断熱性 を付与す

るこ と等が今後 の課題 となる。

（ 平成 2 年度一平成 3年度）

（ 耐久性能科）

2 ．3．2 準不燃軽量 内装材料の開発

D e v e lo p m e n t ofFire・Proofing Light Panel

住宅の内装材料 は石 こうボー ドが主体 となっている

が， これに替わ る調湿機能 をもった木質系の準不燃グ

レー ドの内装材料の開発 を検討 したものである。この

材料の開発 にはこれまで林産試験場で実施 してきた木

質セ メン トボー ドの製造技術 を応用 し，木質・ セ メン

ト混合系の素材に より，比重0．8，厚 さ 9 mmの軽量ボー

ドの製造 を検討 した。

平成 3年度 ではセ メン トボー ドの生産ラインにおい

て混合，庄締試験 を行 った条件で試験製造 したボー ド

の材質試験， 燃焼試験 を実施 した。材質試験 では釘性

能，ビス保持力，ボー ドの含水率変化に伴う寸法変化

などを測定 し， 内装材料 としての要求性能 を満 たして

いるかどうかの判定 を行 った。

試験の結果，最適製造条件での材質 は曲げ強さ90kg

f ／cm2，内部結合 力7．5kg f／cm2，釘 とビス保持力 とも内装

材料 に使用で きる強度 をもっているこ とが分かった。

また，燃焼試験では，木質／セメン ト比1／2．4の もので

準不燃グレー ドの性能 をもたせ ることが可能であるこ

とが分 かった。

（ 平成 2 年度～平成 3 年度）

（ 成形科）

2 ．4 強度 向上技術の開発

D e v e lo p m e n t ofImprovingTechnology of

〔 林産試場報 第 6 巻 第4 号〕

M（∋Cha nical P ro perties

2 ．5 遮音・ 吸音性 向上技術の開発

D e v e lo p m en t o f Im p ro v ln g T e ch n o lo g y o f

S o u n d In su la tio n andAbsorption

2 ．6 新性能付与技術の開発

D e v e lo p m e n t o f T ec h n o lo g le S fo r A d d itio n o f

N（ さW Properties

2 ．6．1 木材の可塑化 およびその利用技術の開発

（ 森林総研委託）

二D e v e l o p m e n t ofTechnologiesforPlastici一

二乙a t i o n o f W o o d b y A l k a l i T r e a t m e n t and

‾Utilization of the Plasticized Wood

本研究はカンパ，ヤナ ギ類の利用技術の開発 を目的

として，農林水産省の大形プ ロジェク ト「新需要創出

のための生物機能の開発・利用技術の開発に関する総

合研究（新需要創出計画）」の一環 として，農林水産省

森林総合研究所の委託 を受 けて，平成 3年度か ら 5年

度の 3 か年計画で実施 している。

3 年度はポプラ・ シラカンパ を含む道産広葉樹材 7

種類について， アル カリ処理に よる可塑化および処理

材の物性，変色，漂 白，染色 などにつ いて検討 した。

その結果，アル カ リ処理 により木材は可塑化 され，

アルカ リとしては水酸化ナ トリウムが適当であ り，濃

度は10へ一15％が適 していた。アルカ リ処理材の曲げ加

工特性は含水率依存性があり，最適含水率は50％前後

であった。アルカ リ処理材は乾燥に伴 う収縮が非常に

大きく，収縮を開始する含水率城も高かった。処理材

の乾燥後の曲げ強度 はその時点での比重 に依存 し，乾

燥後の曲げ強さ，ヤング率は比重から計算可能であっ

た。ア／・／カ リ処理 によ り木材は暗褐色に変色するが漂

白剤 による処理で淡白色化が可能であった。漂白剤 と

しては過酸化水素が適 していた。アルカ リ処理材は漂

白処理に より染料の浸透性が向上 し，染 色が容易にな

った。

（ 平成 3 年度～平成 5 年度）

（ 化学加工科 ）

一1 5 一



木村利用の多様化を促進するための技術開発

2 ．6．2 木質系吸水材の製造技術の開発

S up er A b so rben t MaterialsPrepared from

L ig n o c e 11u lo sic s

燃料，堆肥な ど比較的低位 な用途 に限られている樹

皮やのこ〈 ずの高度利用，故紙の再利 用は，森林資源

の活用の観点か ら極めて重要 である。本研究は，木質

材料の化学的改質によ －）高吸水性 を付 与 し，吸水材 と

して新たな分野で需要 を開拓す ることを目的 とする。

これ まで， トドマ、ソ材 を酸化 またはパルプ化後， リ

ン酸エステル化する二段処理 によ り，吸水能が大 きく

向上す るこ とを見出 した。平成 3 年度は，亜塩素酸塩

を用 いた前処理お よぴ リン酸エステル化のスケールア

ップ に伴 う問題点 を把握 し，その改良 を検討 した。 ま

た，故紙 を利用す るこ とにより前処理の簡素化が期待

できることから 3 種顆の故紙，および 2種類の市販の

化学パルプをエ ステル化 し，吸水能の向上 を試みた。

さらに，化学特性，エステル化物 の物性 を調べ，吸水

材としての用途通性 を検討 した。

（ 1） スケールア ップに伴 う問題点

前処理時間の短縮化，処理量の増加 を目的 として，

亜塩素酸塩処理 の回数，反応時間や液比 などが収率お

よび脱リグニン率に及ぼす影響を調べた。これまでは，

木粉 2 g に対 して，亜塩素酸塩 1 g を 4 匝1繰返 し加 え

て反応させていた。しか し，木粉 10g に対 して亜塩素酸

塩2 g を 2 回線返 し加 えて反応 させ ても，高吸水性の

エステル化物が得 られた。これ によって，液比はこれ

までの1／5 ，処理時間は1／2に短縮で き，スケールアッ

7 0が可能 であることが わかった。

一方，30 ／容 のオー トクレーブを用いて木粉100g を

エステル化 し，エステル化のスケールア ップ に伴 う問

題点 を考察 した。本装置の使用によ り，収率56％，吸

水能126ゲルが得 られ，スケールア ップは十分可能 と思

われた。なお， エステル化は非水系処理であるため，

蒸気を用 いて昇温す る本装置の場合 は，オー トクレー

ブ内を十分乾燥 することが必要であった。 また，尿素

の分解 により生 じたアンモニアな どの排気の考慮 も必

要であった。

（ 2） 故紙の利用

ダンボール故紙，新聞故紙およびこれから脱インク

した ものの 3 種類の故紙 は， リン酸エステル化 して も

吸水能の向上が見られず，ヒドロゲル化しなかった。

いずれの故紙 もリグニン量が多〈 ，木粉 と同様 に，吸

水能 を向上 させ るための脱 リグニン処理が必要である

と思 われ る。

また，市販の針葉樹および広葉樹化学パルプ は，エ

ステル化に対する反応性が低〈 ，吸水能の大きな向上

は見 られ なかった。したがって，市販の化学パ ルプは，

ヒドロゲルの原料 として適 当でない と思われる。

（ 3） 吸水能 に及ぼすエステル化度の影響

ヒドロゲルのエステル化度 には リン酸の添加量が大

き〈 影響した。エステル化度の増加に伴い吸水能は増

加し，置換度0．43で最も高い吸水能200倍に達 した。そ

れ以上のエステル化度では，架橋構造の形成が認めら

れ， これが形成 されることによって吸水能が低下す る

ことが明 らかとなった。 これ らの結果 から，反応温度

1 500・ご，反応時間60分，亜塩素酸塩処理木粉 ：尿素 ：リ

ン酸の重量比 2 ：60 ：1．5が効果的な リン酸化条件であ

るこ とが わ か っ た。

（ 4） ヒ ドロゲルの物性

噴水能100倍を有するエステル化物は曳糸性の低いさ

らりとしたゲルであり，0．4～0．8の濃度範囲 において

カルポキシメチルセルロー スよりも非常に高 い粘度 を

持ち，構造粘性を有することがわかった。これは，エ

ステル化物が電解質であることを示す もので，電解 質

としての利用 も可能であることが示唆 された。

また，エステル化物の透明度は，市販の高吸水性樹

脂やカルポキンメチルセルロース よりもかな り低 い17

m mであった。木質系吸水材が無色透 明または白色であ

ることから，食品などの増量剤や粘 度調製割 としての

利用 も考えられ る。

（ 平成 3 年度一平成 4 年度）

（ 成分利用料）

3 ． 木質材料と異種材料との複合化技

術の開発

－1 6 －
〔 J ．H o k k a id o F o r．P ro d．R e s．In s t．V o l．6 ， N（）・4 ， 19 9 2〕
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R e se a rc h andDevelopment forCombination

o f Wood and the Other Materials

3 ．1 複合材の製 品開発 と製造技術の確立

E sta b lish m e n t fo r D e v elo p in g P ro d u c ts a n d

M an ufa cturing T echn olog ies o f C om p osite

M ateria ls

3 ．1．1 ゴムチ ップパネルの応用製品開発（共研 ）

D e v e lo p m e n t ofUtilizationofComposite

P anel w ith Rubber and Wood Particles

最近，木質フロー リングの普及に よって床衝撃音 に

よる階上騒音が社 会問題になってい る。本研究は， ゴ

ムチ ップパ ネルの緩衝性 を生かした遮音パ ネルの製 品

開発 を目標 とした ものである。 また， ゴムチ ップパ ネ

ルは廃タイヤか らのゴムチ ップ と建築廃木材か らの木

チップによ り構成され，環境 問題 を考慮 した リサイク

ルの面か らも注 目されている研究である。

平成 2 年度には， ゴムチ ップパネルのR C 床，在来

工法床， 2 ×4 工法床に施工 した場合 の軽量お よび重

量床衝撃音遮断性能 を，残響室 を有する偵初日本建築総

合試験所 （吹田市）で行った。その結果， ゴムチ ップ

パネルのみでは大 きな防音効果は認め られ なかった。

3 年度 には， 防音効果 を高め るために各種の床仕上

げ材， ゴムチ ップパ ネル，緩衝材 を組合 わせた複合床

パネル500体 を試作 し，林産試験場試験棟の R C 床ピッ

トを用いた予備 的な軽量床簡撃音遮断性能試験 を行 っ

た。この うち防音効果の高かった22体 につ いて頼朝日本

建築絶合試験所での軽量および重量床衝撃音遮断性能

試験 を行 った結果を第 1 表に示す。軽量床衝撃におけ

る遮音等 級 は L L－40～55 （150mm厚 R C スラブでの場

合），重量床衝撃における遮音等級が L H－55～60（150mm

厚R C スラブでの場合）という高い防音性能 を確認 した。

しか し， これ らの試験体は特殊 な緩衝材等 を使用 して

いるため，湿度変化 にともな う床パネルの狂いや量産

化の難 しさが今後の課題 として残 った。

第1表 試作複合床パネルの R C 床 での床衝撃音遮断性能

T a b le l ．C la s s if ic a t io n ofimpact soundinsulation

f o r test specimens on150mm RC slab

－V a l u e

L H

5 5

5 5

ハ
U
 
n
U
 
O
5
5
5
5
5
5
5
5
5

6

6

6

5

5

5

5

5

5

5

5

5

F ootn ote s；H N ：H o ne yc om b bo ard SP：Spongerubber PW：Plywood

F E ：F e lt AP：Air packed sheet

R B ：C o m p o s it e p a n e l w ith r u b b e r a n d w o o d paticles

T h e numberindicates a thickness of the material

〔 林産試場報 第6 巻 第 4 号〕
一1 7 －

一方，既存住宅（平成 3 年度新

築住宅）の軽量床衝撃音遮断性能

の実態調査 を行 った結果 を第 2表

に示す。限 られた調査例か らでは

あるが，在 来 工 法 住 宅 が L L－

7 4－78， 2 ×4 工 法住 宅 が L L－

7 3～85，木質系パネル工法住宅が

L L－66～80，軽量鉄骨住宅が L L－

6 6～75であった。 この調査結果か

ら， 日本建築学会の推奨標準で あ

るL L－55 （戸建住 宅の居 室 の場

合） まで木造住宅の床衝撃音遮断

性能 を高め るためには，ゴムチ ッ

プパネル単体では無理で，前述の

複合床パネルを使 う必要が認め ら

れた。な お，測 定 方 法 は JIS A

1 418「建築物の現場 における床衝

撃音 レベ ルの測定方法」に準拠 し

た。

Specim en

N（1

C o m p o sitio n o f te st sp e cim en s

T h ick n es s o f

fin ish e d flo o r

（mm ）

L

1 ．L

1 R C ＋ H N 20＋ R B　 十F E 4　　　 十 7 5 0

2 ＋H N 2 0＋ R B　 ＋F E 4　　　 十 6 4 5

3 十H N 20 ＋R B　 十F E 4　　　 ＋ 8 5 0

4 ＋H N 20 ＋R B　 十F E 4　　　 ＋ 1 1 5 5

5 ＋H N 2 0＋ R B　 ＋F E 4　　　 ＋ 13 4 5

6 ＋F E 4　 ＋ S P 2 ＋ R B　 ＋A P 3　 十 6 4 0

7 ＋H N 2 0＋ R B　 十 F E 4　　　 ＋ 8 4 0

8 ＋H N 2 0＋ R B　 ＋F E 4　　　 十 7 4 5

9 十F E 8　 十 R B　 ＋F E 8　　　 ＋ 1 1 5 D

10 ＋F E 8　 ＋ R B　 ＋ F E 8　　　 ＋ 9 5 5

11 ＋F E 8　 ＋ R B　 十 F E 8　　　 ＋ 12 6 D

12 ＋F E 8　 ＋ R B　 ＋ F E 8　　　 ＋ 1 1 5・）

13 ＋ R B　 十F E 4　　　 十 1 1 5 ・〕

14 ＋ R B　 十F E 4　　　 ＋ 1 1 5 ・〕

15 ＋ R B　 ＋ F E 4　　　 ＋ 8 4う

16 ＋ R B　 ＋ F E 4　　　 ＋ 1 1 4う

17 ＋ R B　 十 F E 4　　　 十 1 1 4」う

18 十 R B　 十 F E 4　　　 十 6 5ヱう

19 ＋ R B　 ＋ F E 4　　　 十H N 2 0 13 51〕

2 0 ＋ R B　 ＋ P W 6　　　 ＋ 5 5上う

2 1 ＋H N 2 0＋R B　 ＋ F E 4　　　 十 H N 2 0 11 4ミラ
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第2表 新築住宅の軽量床衝撃音 レベル測定結果

T a b le 2 ． R e s u 卜t s f o r f ile d measurement oflightv／eightf100rimpact soundlevel

断熱材 G lass w o ol L 数決定

会社名 工 法

B u ild e r Construction
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M Wood－panel12Norma150（24）80（500

N 12 S e p a ra te d None69（500

0 12 d o． 5 0 （1 6） 6 6 （ 2 5 0

P Lightweight steel12do．None

Q 1 2 d o ． ］．0 0 （ 1 6 ）
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（ 平成 2年度 ～平成 3 年度）

（ 成形科，北海道立工業試験場，サ ンフロア工業株式会社） 0

4 ． 木質材料の使用マニュアルの充実

P erfection of U se－D irectory forWood

M aterials

4 ．1 樹種ご との材質評価

E v aluation for W oo d Q u alities b y Species

4 ．1．1 広葉樹 の材質に関する研究

W o od Qualities ofMizunara TreesGrown

i n Hokkaido

北海道産ナ ラ材 は，産地 によ り材質が変動すること

が経験的 に知 られ，材の利用 にも影響 を及ぼ している。

そのよ うな材質変異の実態を把握するため，第 1 図に

′
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（

（

●

A s a h ik a w a Iヱ

j し

●

・・へ・・・－．

4

l

S a p p o r o
ト・・‥

●1

…主要な分水嶺 M ajo r watersheds
【 一 主 要 な 河 川 M ajo r rlVerS

第1図 供試木の産地

F ig ．1 ．T h e 10 C a t io n ofthesites whe「ethe

m a t e r ia ls were collected

〔 ．I．H o k k a id o For．Prod．Res．Inst．Vol．6，N（14，1992〕



　　　　第 1表　供試木の概要
Table 1．Materials and their localities

　第 2表　ミズナラ材の心材率，辺材年数および辺材幅の産地間比較
　Table 2．Heartwood ratio and sap wood features of mizunara logs

示す道内5か所からミズナラ材（第1表）を入手し，

心材率，年輪幅，容積密度数，心材色を測定し，産地

間比較を行った。これにより，以下の結果を得た。

(1）心材率

　心材率は，辺材部の平均年輪幅が狭いほど高い値を

示した（第2表）。

(2）年輪幅の水平変動

　美深産材は初期生長が旺盛だが，樹幹外側の年輪幅

は狭くなり，上芦別，浦河産材は初期生長が緩慢で，

樹幹外側で良好な生長を示した。池田，丸瀬布産材は

年輪幅変動が比較的小さかった。

〔林産試場報　第6巻　第4号〕

(3）容積密度数

　容積密度数は，髄付近では年輪幅によらず高い値を

示した。浦河産材は樹幹外側の年輪幅が広く，全体と

しての容積密度数の水平変動が小さかった。上芦別産

材も樹幹外側で生長が良好となるが，平均するとやや

低い値となっていた。美深，丸瀬布産材は，年輪幅が

狭く，容積密度数も低めであった（第3表）。

(4）心材色

　上芦別産材は明度が高く，美深産材は暗い色を示し

た。上芦別産No.1は，特に白い材色を持っていた。美

深産No.2は，心辺材境界付近で低明度，高彩度を示し、

木材利用の多様化を促進するための技術開発



木材利用の多様化を促進するための技術開発

　　　　第 3表　ミズナラ材の容積密度数と平均年輪幅の産地間比較
Table 3．Bulk density and average annual ring width of mizunara woods

樹体の衰退の影響が疑われるが，樹齢が近い丸瀬布産

材では，高明度，高彩度で安定していた。

(5）まとめ

　池田，浦河産材は強度的に優れていることが予想さ

れ，美深．丸瀬布産材は加工しやすいと考えられる。

上芦別産材は，物理的性質は中庸で，塗装，調色上有

利な白い心材色を持つものが含まれていた。

　　　　　　　　　　　　（平成元年度～平成3年度）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （材質科）

 3　G．稚　内9×L．上川 2　 2　　21．2 　13．2

 4　G．中標津3×L．十勝35　 2　　19．0 　14．8

 5　G．中標津3×L．上川 2　 3　　20．4　 14．6

 6　L．日　高5×L． open　　3　  19．9　 13．1

注）Gはグイマツ､Lはニホンカラマツを示す。胸高直径，樹高は

　　平均値．Gはすべて千島系，供試木はすべて実生である

　3年度はこれら16本について基礎材質試験を行った。

試験は素材の品質調査を除き，原則として胸高付近で

任意の2方向で行った。結果は以下のとおりである。

(1）素材の品質調査

　各供試木とも1番玉と2番玉（各2m）の幹曲がり

について調べた。その結果，1等はニホンカラマツ，

F1とも3割強であり，2等はニホンカラマツでは7

割弱でF1では5割強であった。また，3等はF1の

みに1割程度含まれていた。ただし，F1の2等材に

は1等に近いものが多かった。

　F1の家系の中ではNo.1，No.2およびNo.3の曲がり

は小さかった。

(2）軟Ⅹ線デンシトメトリー法による年輪解析

　ニホンカラマツ3本の平均年輪幅は6.1mmで，F1の

13本のそれは6.7mmであった。また，平均晩材率はニホ

ンカラマツでは17.2％で，F1ではNo.3の家系が17.1

％であるのを除けば，いずれの家系もニホンカラマツ

より高く，19.5～22.7％であった。

　また，容積密度は家系ごとの平均値では，ニホンカ

ラマツが0.43g／cm3であり，F1は0.44～0.46g／cm3で

ニホンカラマツよりも若干大きかった。この差は，晩

〔J．Hokkaido For．Prod．Res．Inst．Vol.6，No.4，1992〕

4．1．2　カラマツ類の材質評価

　　　　 Wood Qualities of Larix Species

　交雑したカラマツ類の育成の発展に伴い，これらの

中でも優良な品種を選抜するための材質評価が求めら

れている。その中でも，グイマツF1（以下F1と呼

ぶ）は，樹幹が通直で，生長が良く，樹病に強く，耐

鼠性も高いため，次代の造林樹種として期待されてい

る。しかし，同じF1の中でも家系により性質も異な

るため，より優れた家系を選抜する必要がある。

　平成3年度から北海道立林業試験場の試験林から入

手した外見上（生長量，曲がり等）優れているF1の

5家系とニホンカラマツ1家系の材質試験を行ってい

る。今回供試した家系は以下のとおりである。

No．　　　家　系　　　　　本数　胸高直径　　樹高

　　　　　　　　　　　　　　　　   （cm）     （ｍ）

 1　 G．中標津5×L.上川 2　 2　　 21．2　  13．9

 2　 G．中標津5×L.十勝35　 4　　 21．4　  14．8
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材率の差異によるものが多いが，早材部や晩材部の容

積密度の大 きい供試木 も4 本 （家系Nα2 ， 3 ， 5 ， 6

に各 1本）あった。

（ 3） 繊維傾斜度

F lの13本の平均繊維傾斜度は5．7％で，これ までに

調査 した他の F l家系よりも、その値は大きかった。

ニホンカラマツ 3 本のそれは5．4％であった。F l の家

系の中では，比較的 その値の小 さい ものはNo．1 で，平

均で3．5％であった。 その母樹であ るグイマツの中標

津5 は繊維傾斜度が小 さく，優良である と推察 され る。

（ 4） 仮道管長

F lの仮道管長 は，家系による差はほ とん どな く，

1 4年輪 目では4 ．2mm程度であった。ニホンカラマツは若

干その値 よ り長 く4．5mmであった。仮道管長の推移 から

求めた成熟材部へ の移行時期 は， F l ではほ とんどが

1 3年で，ニホ ンカラマ ツではすべてが14年であった。

（ 平成 3 年度一平成 4年度）

（ 材質科）

4 ．1．3 トドマツ精英樹系統の材質評価

W o od Q u alities of T od om atsu T rees fro m

E lite Trees

生長および材質の優れた トドマ ツ精英樹 を選抜する

ため，道立林業試験場 （美唄市） との共同研究 として

実施 した。

供武村料 は，道立林業試験場 と厚岸林務署管内に植

栽されていた トドマツ精英樹次代検定林（26年生）の

ものである。 それ らの林か ら生長 の良 い家系（光珠内

産15家系，厚岸産10家系） を選び，標準木ないし優勢

木をそれぞれ 3 本ずつ選 んだ。 なお供試木は，光珠内

産材 は間伐 を主 としていたので立木時の曲が りや樹棺

部の二又，三叉等の欠点を持つ もの も含 まれていた。

一方，厚岸産材 は欠点のないものを選んだので， この

ような ものは含まれていなかった。

これらの供試木 を用いて各種の材贅試験 を行 い，家

系ごとに測定結果 を取 りまとめた。また，家系が同じ

で生育地が異なる ものについては，両者の材質につ い

て比較 した。

〔 林産試場報 第 6 巻 第 4号〕

得られた結果は第 1 表に示 した とお りである。なお，

この結果はすべ て小試験体 による基礎材質試験 から得

た値 である。

針葉樹では，肥大生長 と強度性能 の間 に負の相関が

あるこ とが知 られてい るが，今回の試験結果では肥大

生長の良否 よl）も個体に よるバ ラツキの方が大 き く，

これ らの関係は明 らかではなか った。す なわち，個体

によって年輪幅が狭 くて も容積密度数や強度の値が比

較的小 さいもの， また これ とは逆に，年輪幅が広 いに

もかかわらずこれ らの値が大 きい ものが あった。

年輪幅 は，光珠 内産が3．3～5．8mm，厚岸産が2．5～5．2

m mの範囲で あった。

容積密度数 は光珠 内産 が259～34 1kg／m 3，厚岸 産が

2 54～3170kg／m 3の範囲であった。

家系が同 じで生育地が異なるものにつ いて比べ てみ

ると，比重お よび容積密度数 は，厚岸 112と114の 2 家

系は光珠内産の方が大きく，厚岸115，岩見沢105，倶

知安10］＿の 3 家系は逆に厚岸産の方が大きかった。 浦

河5 には生育地による差はなか った。

収縮率は，家系および生育地間で差はなく，これま

でに報告 されている値 と比較す ると全体 的に小 さめで

あった 。

強度的性質について「 日本の木材」（日本木材加工技

術協会編） に示 されている トドマ ツ強度の下限値 と比

較すると，すべての試験体の強度値が，下限値を超え

ていた家系は，光珠内産では，厚岸112，同114，同115，

岩見沢］＿05， 同107，苫小牧105，浦河104， 同 5 の 8 家

系であった。厚岸産では，厚岸110，同112，同114，浦

河5 の 4 家系で あった。

家系が同 じで生育地 が異なるものは 6 家系であった

が，生育地によって数値 が異 なった ものは 4 家系であ

った。 その うち，強度値 の大 きい ものは，光珠内産で

は厚岸］＿14と同 じ115の 2 家系，厚岸産では岩 見沢105と

倶知安】＿01の 2 家系であった。残りの厚岸112 と浦河 5

の2 家系 については，生育地 による差は認め られ なか

った。

今後は強度的に高い値 を示 した家 系を優先的に育成

してい く必要がある。 また一つの家系の 中で特に高い

－2 1 －



木材利用 の 多様 化 を促 進す るため・の技 術開 発

第1表 トドマツ精英樹系統の材質

T a b le l ．W o o d qualities of elite treelineage of Todomatsu t「ees

＊全ての試験体が「日本の木材」 （日本木村加工技術協会（1984））の トドマツ材の下限値を超えていた。

＊A ll v a lu e s o f sp e c im e n s e x c e e d e d lo w e r lim it v a lu e ofTodomatsuwood describedin“Japanesewood”

（ P u blish ed by WoodTechnologicalAssociation ofJapanin1984）．

強度値 を示 した個体の増殖，育成 も必要であろ う。

（ 平成 3 年度）

（ 材質科）

4 ．2 木質資材の各種性能の評価

E v aluation for P ro perties of W ood M aterials

4 ．2．1 製材強度の非破壊検査法の確立

D evelo pm ent of N ond estru ctiv e M eth od

f o r P re d ic tio n o f L u m b e r S tre n g th

構造用材 として用い られ る製材において も，ほ とん

どの場合，等級区分は 目視 によって行われている。 目

視等級区分ではあてや クサ レのよ うに定量化の困難 な

欠点を評価 しなければならないこ とや，節径比な どの

因子か ら推定 され る強度のバラツキが大 きいことから，

設定される許容応力度は低 いもの となってお り，等級

区分 も3 区分 となっている。木材 を有効 に活用するた

めには高い許容応力度が設定 されることや， より細か

な等級区分 がなされることが要求 され， これ らを実現

するためには高精 度で強度 を推定で きる非破壊検査法

（ 等級区分装置）を導入す る必要がある。本研究では

等級区分装置の導入先 として一般の製材工場 を想定 し

た。 これによ り，対 象 とする材種は在来工法住宅で用

いられ る正角材，および平角材 とな る。 また，この よ

うな場合には信頼性 に加 えて，取 り扱いが簡単で危険

がないこと，安価であることなども要求される。

平成元年度には各種非破壊検査法につ いて調査す る

とと いこ，打撃音法 とA E （アコースティックエ ミッ

ション）法 による非破壊試験，お よび曲げ破壊試験 を

行い，その適性につ いて検討 した。打撃音法によって

測定 ノた動的ヤ ング係数 と曲げ破壊係数 との関係 を第

1 図に， 曲げヤング係数 と曲げ破壊 係数 との関係 を第

2 図にそれ ぞれ示 した。樹種はエゾマツと トドマツ，

－2 2 － り・H o k k a id o F o r・P rod・R es・In st・V o l・6 ， N（）・4 ， 1992〕

産　　 地 家　 系　 名 年　 輪 幅 気 乾

比 重

S p e c if ic

容 積

密 度 数

B u l k

含 水 率 1 ヲ右当 た

り の 収 縮 率 （％ ）

S h in k a コge

圧　 縮　 強　 さ 曲　 げ　 強　 さ 曲 げ ヤ ン グ

係　 数

M o d u lu s o fL o c a lit y C u l tiv a r s A n n u a l C o m p r e s s iv e B e n d in g

r in g

W id t h

（m m ）

g r a v i ty

b a s e d o n

d e n s it y P e r l％ o f

m o is t u l・e

S t r e n g t h S t r e n g th e la s t ic it y

in s t a t ic

a ir d r y

（kg ／m 3）

CO n t e n t

（t ） （r ） （k g f／cm 2） （k g f／cm 2）

b e n d in g

（10 3k g f／cm 2）

光 珠 内

K o s h u n a i

厚　 岸　 1 12 4 ．7 0 ．3 6 2 9 1 0 ．29 0 ．10 2 9 0＊ 54 5 ＊ 84 ＊

厚　 岸　 1 14 4 ．5 0 ．3 8 3 1 1 0 ．3 0 0 ．11 3 3 4＊ 6 0 1 ＊ 88 ＊

厚　 岸　 1 15 4 ．0 0 ．3 9 3 2 0 0 ．3 1 0 ．1 2 3 4 9 ＊ 66 0 ＊ 1 0 0 ＊

岩 見 沢　 1 02 5 ．2 0 ．3 5 2 8 7 0 ．30 0 ．1 0 3 0 0 ＊ 54 9 8 5

岩 見 沢　 1 05 4 ．2 0 ．3 7 3 0 5 0 ．30 0 ．1 0 3 1 7＊ 57 6 ＊ 91 ＊

岩 見 沢　 1 07 4 ．7 0 ．3 7 2 9 3 0 ．2 7 0 ．0 9 3 0 6 ＊ 57 4 ＊ 8 8 ＊

岩 見 沢 事 業 用 5 ．0 0 ．3 4 2 8 5 0 ．30 0 ．0 9 2 6 2 4 8 4 7 2

倶 知 安　　 1 4 ．1 0 ．3 5 2 8 7 0 ．2 7 0 ．0 9 2 8 4 5 2 8 8 0

倶 知 安　 1 01 5 ．5 0 ．3 4 2 8 4 0 ．26 0 ．08 2 7 1 5 0 7 7 8

苫 小 牧　 1 05 4 ．3 0 ．3 6 2 9 2 0 ．30 0 ．1 1 3 1 5 ＊ 54 5 ＊ 8 5 ＊

北　 見　 1 09 5 ．4 0 ．3 5 2 9 2 0 ．28 0 ．0 9 2 8 4 5 3 8 ＊ 77

興　 部　　　 4 4 ．8 0 ．3 8 3 1 4 0 ．3 1 0 ．0 9 3 0 1 6 0 1 ＊ 8 5

名　 寄　　 6 4 ．5 0 ．3 4 2 9 2 0 ．28 0 ．0 8 2 7 0 5 1 9 7 2

浦　 河　 1 04 4 ．0 0 ．3 9 3 1 8 0 ．3 1 0 ．1 1 3 2 7＊ 56 6 ＊ 93 ＊

浦　 河　　　 5 5 ．1 0 ．36 2 9 6 0 ．28 0 ．09 3 0 4 ♯ 55 1 ♯ 8 7 ＊

厚　　　 岸

厚　 岸　 1 10 3 ．6 0 ．3 5 3 0 7 0 ．3 1 0 ．1 0 3 1 4 ＊ 54 8 ＊ 8 9 ＊

厚　 岸　 1 12 3 ．8 0 ．3 5 2 7 9 0 ．30 0 ．1 0 3 0 6 ＊ 55 5 ＊ 8 4 ＊

厚　 岸　 1 14 4 ．3 0 ．3 6 2 8 8 0 ．29 0 ．0 9 3 0 3 ＊ 56 5 ＊ 8 1 ＊

厚　 岸　 1 15 4 ．5 0 ．3 5 2 8 1 0 ．30 0 ．1 0 3 0 7＊ 56 8 ＊ 8 6

厚 岸 事 業 用 3 ．1 0 ．3 7 2 9 6 0 ．26 0 ．0 9 3 0 2 ＊ 59 3 7 9

A k k e s h i 岩 見 f尺　 10 5 3 ．2 0 ．4 1 3 2 9 0 ．3 1 0 ．1 1 3 5 0 ＊ 64 7 ＊ 9 3

倶 知 安　 10 1 3 ．2 0 ．4 0 3 0 8 0 ．28 0 ．09 3 2 4 ＊ 64 1 ＊ 8 8

浦　 河　　 1 4 ．9 0 ．3 5 2 8 6 0 ．29 0 ．0 9 2 9 5 5 8 0 8 7 ＊

浦　 河　　　 5 4 ．2 0 ．3 7 2 9 3 0 ．29 0 ．1 0 2 8 5 ＊ 59 5 ＊ 8 6 ＊

浦　 河　 1 01 5 ．0 0 ．3 7 3 0 0 0 ．29 0 ．0 9 2 9 0 ＊ 58 9 8 6



木材利用の多様化を促進するための技術開発

向はみられるもののその変化の割合は小さい。よって，

動的ヤング係数から曲げヤング係数を推定する場合に

は，個々の製材についての含水率の測定と含水率補正

を省略しても，実用上問題はない。

　3 年度には打撃音法を用いた等級区分装置を一般の

製材工場で利用する際に生じる問題点を把握するとと

もに，等級区分装置の概念設計を行った。打撃音法は

マイクロホンによって打撃音を収集するため，周囲の

騒音の影響を受ける短所を持つが，打撃音収集部を箱

の中におくことによって騒音を低減できる。また，ト

材種は正角材，平角材，正割材，サンプル数は565であ

る。動的ヤング係数と曲げ破壊係数との相関係数は

0.645で，曲げヤング係数と曲げ破壊係数との相関係数

0.729よりも小さくなっている。これは打撃音法によっ

て得られる動的ヤング係数は圧縮，あるいは引張ヤン

グ係数に相当し，曲げヤング係数のように材縁部にお

ける欠点や材質の影響が中央部における欠点や材質よ

りも強く現れないことによる。しかし，動的ヤング係

数と曲げ破壊係数との相関は十分に高いといえ，打撃

音法による動的ヤング係数を用いた等級区分は可能で

ある。さらに，断面の大きな製材に対しても適用でき

ること，簡便であることなどから等級区分装置に採用

する非破壊検査法として打撃音法が適当であると判断

された。

　2年度には水分の影響について検討した。 繊維飽和

点以下においては打撃音法によって得られる動的ヤン

グ係数は曲げヤング係数の約1.1倍であるが,繊維飽和

点を超えると曲げヤング係数は増加しないにもかかわ

らず，みかけの動的ヤング係数は含水率とともに増加

する。第 3図にエゾマツ・トドマツ正角材のみかけの

動的ヤング係数と曲げヤング係数の比と比重から算出

した含水率との関係を示した。みかけの動的ヤング係

数と曲げ破壊係数との比が含水率とともに増加する傾
　第 2図　曲げヤング係数と曲げ破壊係数との関係
Fig．2．Relationship between static MOE and MOR

第 3図　含水率と動的ヤング係数の曲げヤング係数に
　　　　対する比との関係
Fig．3．Relationship between moisture content and
　　　dynamic MOE／static MOE

〔林産式場報　第6巻　第4号〕

　　第 1図　動的ヤング係数と曲げ破壊係数との関係
Fig．1．Relationship between dynamic MOE and MOR



木材利用の多様化を促進するための技術開発

第 1表　MG処理パーティクルポードの機械的性質
Table 1．Mechanical properties of MG－treated
　　　　 particleboard

ラブルを低減するためには装置の単純化，測定の簡略

化を行う必要がある。断面寸法については，その変動

は小さく，測定を省略して規定寸法を用いても大きな

誤差は生じない。しかし，重量の変動は大きく，測定

は不可欠である。

　　　　　　　　　　　（平成元年度～平成3年度）

　　　　　　　　　　　　　　　　 （材料性能科）

4．2．2 MG処理パーティクルボードの建築用部材とし

　　　　ての性能評価

　　　　Properties of MG－Treated Particleboards

　パーティクルボードの建築分野などへの需要拡大を

図るためには，耐水性を向上させることが必要と考え

られている。林産試験場では耐水性を付与するため，

新しい化学処理（ MG 処理）法によるパーティクルボ

ードの開発を行っている。そこで，建築用部材として

のMG処理パーティクルボードの性能を把握するため，

小試験片による基礎材質試験を行った。試験項目は次

のとおりである。

　（1）比重，含水率試験　（2）吸水厚さ膨張率試験

　（3）曲げ試験　　　　　（4）常態はくり試験

　（5）釘接合せん断試験　（6）釘側面抵抗試験

　（7）釘頭貫通力試験

　試験の結果，比重の平均値は0.66，含水率の平均値

は7.9％（気乾状態)，とくに比重について試験体間で

ばらつきが大きかった。各強度性能値はJIS規格の200

タイプを満足していた。吸水厚さ膨張率は，浸水後24

時間で7.2％，その後も浸水を続けた結果，膨張率8％

で平衡状態に達したことから，耐水性を要求される外

壁，水回り等の下地においても使用が可能であること

が確認できた。各試験結果の平均値を第 1表に示す。

　平成 4年度は，璧，床下地材等の使用部位を想定し

た実大パネルの強度について検討する。

4．2．3　外構部材への木材防腐剤の適用

　　　　 Application of Wood Preservatives to

　　　　 Timber for External Use

　　　　　　　　　　　（平成2年度～平成4年度）

　　　　　　　　　　　　　　　　（耐久性能科）

4．3　木質資材の使用マニュアルの整備
　　　Making－up of Use－Directory for Wood
　　　Materials

〔J．Hokkaido For Prod．Res．Inst．Vol．6，No.4，1992〕



ⅠⅠ 木材産業の体質強化 を促進するための技術開発

T e c h n ic a l A s s is t a n c e for FortifyingofJoc～llForest Productlndustries

1 ．生産技術の改善・ 開発

I m p ro v e m e n t andDevelopment of

M a nu facturin g T echn olog ies

切削技術の改善・開発

I m p ro v e m e n t andDevelopment ofCutting

T e c h n o lo g leS

1 ．2 破砕技術の改善・開発

I m p ro v e m e n t a n d D e v e lo p m e n t o f P u lv e r iz in g

T e c h n o lo g ie s

1 ．3 乾燥技術の改善・ 開発

I m p ro v e m e n t a n d D e v e lo p m e n t o f D r y in g

T e c h n o lo g ie s

l ．3．1 構造材の乾燥技術の開発（林野大プ ロ）

D e v e lo p m e n t o f D r y in g T e c h n o lo g y fo r

S tr u c tu ra l S o ftw o o d Lumber

本テーマは昭和63～平成 3 年度の 4 年間にわた り，

林野庁からの補助を受け，全国規模で実施された大型

プロジェク ト研究であ る。

研究の 目的は建築関連部材の品質向上，道産針葉樹

の需要拡大を図ることにあり，構造材の乾燥技術，高

付加価値化技術等の高度化を目指 した。

元年度 までは，心持 ち柱材の乾燥スケジュールの検

討および乾燥 コス ト低減化に関する基礎試験を行 った。

また，小径丸太乾燥 についても検討 した。

2 年度 は，風量変換に よる乾燥 コス ト低減化の検討，

排熱の熱交換に よる省エネルギー化試験， また丸太乾

燥技術 の検討 を行 った。 さらに，製材 品の流通過程 を

通しての，含水率・ 寸法変化 の調査 を実施 した。調査

場所は製材工場 2 か所，製品市場 1 か所，建 築現場 3

か所であった。

3 年 度は本プ ロジェク ト研究の最終年度 として，経

時的含水率・ 寸法変化 に関する取 りまとめ，風速変換

〔 林産試場報 第 6巻 第4 号〕

熱交換技術 による省エネルギー乾燥法に関す る取 りま

とめ など， 4 年間の総 まとめ作業が主体 であった。 な

お，心持 ち柱材の適正乾燥スケジュールの検討，特殊

乾燥法（省エネ乾燥）の検討，経時的含水率・ 寸法変

化の調査・ 分析の 3 テーマについては，全国共通 のテ

ーマ として集計が行 われ る予定で ある。 当初の計画 に

従い，各々の取 りまとめ担当県へ これ らのデー タを送

付した。

試験研究成果の要約

（ 1） 経時的含水率・ 寸法変化に関す る取 りまとめ

製材工場，製品市場，建築現場の各段階で，含水率

（ 高層淡谷量式水分計による）・寸法変化を調査 した結

果，以下のことが得 られた。

調査の対象材は乾燥材表示 （業 界の 自主基準）のあ

るエゾ「7ツの正角材，平割，平角材である。

ある製材工場における正角材の含水率分布は測定本

数40本 （人工乾燥後 5 日～ 1 か月経過）で，平均含水

率21．5ヲi；，標準偏差1．84であった。また別の製材工場

でも同様な含水率分布の傾向であった。

製品市場における含水率分布は，製材工場で調査 し

た製材 と同一の ものではないが，平均含水率18．0％，

標準偏差2．38 とな り，製材工場 と比較する と平均含水

率は低 く，分布のバラツキは広がっていた。

建築現場A 棟 における柱材の棟上 げか ら内装直前ま

での含水率変化 は，35日間（夏期）経過後，平均5．5％

の減少となり，内装直前における含水率はほぼ12～15

％となった。またB 棟では 9 日間の経過 （夏期）で，

平均1．7三垢の含水率減少となり，施工期間の長短によっ

て含水率の変化に差が見 られた。これらのこ とか ら，

建築用構造材には含水率を約15％まで落とした乾燥材

の使用が不可欠であると改めて認識 できた。

また，各流通段階での含水率の変化 をおお ざっぱに

みてみると，製材工場出荷時の含水率が20％以上の乾

燥材の割合は全体の約 8割 を占めていたが，製品市場
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では約 2 割に減少 した。 また建築現場 においては含水

率18％以下の柱材が棟上げ時で 6割， 内装直前で 8 割

に増加 した。

寸法調査 による と，各製材工場によって柱材の場合

では仕上 が り寸法に差がみ られ，例えば表示寸法 よ り

平均で 1 mm程度の小 さいものや，0．5mm程度大 きめ に仕

上が っているものなど工場別 でまちまちで あった。 し

たが って， この表示寸法 ±の傾向は出荷後製品市場へ

入荷 された時点 まで維持 され，製品市場 における柱材

の断面寸法は，表示寸法105mmに対 し± 1 mmの範囲に約

6 割が入 っていた。これが最終的 には建築現場の内装

直前 で表示寸法のほぼ】 3 ～－4．5mmとな り，今回の建

築現場の調査場所（内装直前）では表示寸法±1．5mmを

満足する柱材はなかった。これらはすべて，含水率 ・

寸法規定が明確化された新 しい針葉樹製材品の JA S 規

格が施行 （平成 3 年 7 月）され る以前 に調査 した結果

であり，今後の関連業界の取 り組みが注 目されるとこ

ろで あ る。

（ 2） 風量変換に よる省電力効果

製材 を熱気乾燥装置 を用い乾燥 させ る際に，乾燥経

過に応じ送風機の使用動力をインバータ装置（周波数

変換機）である程度削減す るこ とにより，省電力化 を

図ることを目的 とした。

使用 した乾燥装置は側部送風機 型の収容材積約2．5

m 3の大 きさの もので，送風機は定格出力3．7k W （50H z）

のもの 1 基である。

材間風速は温度・ 湿度の次 に乾燥速度に影響 を与え

るといわれてお り，風速変換のスケジュールパ ターン

は，装 置特性，樹種，材種，含水率，乾燥スケジュー

ル等の組み合わせ で適正条件が異なる と考 えられ る。

風量変換 の目的 としては，乾燥速度を変 えずに省エネ

ルギー化にポイン トを置いて条件 を設定す るか，乾燥

による割れ抑止効果を期待 して設定するか，な ど風量

変換 による乾燥 目的を二つの方向か ら考えることがで

きる。 そこで今回は前者の省エネルギー化，す なわち

消費電 力量の削減の可能性 について検討 した。

乾燥 スケジュー ルは， 中温 （60－80℃） と比較的高

温（80－90℃）の二つの条件 を用い，含水率測定用サ

ンプル材に風速 を0．9，1．7，2 ．6m ／s の 3 条件 与え，乾

燥速度 と消費電力量の比較検討 を行 った。供試材はエ

ゾマツ・ トドマ ツ正角材 を用いた。

その結果，乾燥初期 （生材～約45％）は高風速 条件

（ 2 ．6m ／s）で乾燥速度は大 き く風速条件 による差 も大

きい。 それ以降の含水率段階に入れば風速条件間の差

は小さ くなる傾 向とな り、特に1．7m ／s と2．6m ／s との

有意差 は認め られ な くなる。 これらは中・高塩度の乾

燥スケジュール とも同様 の傾向 となった。

そこで従来 と比較 して乾燥速度を低下 させ ないよう

な風速変換 スケジュールを大胆に仮定すれば，省電力

効果は次 の とお りである。

生材から含水率40％までを材間風速2．6m ／s，含水率

4 0～25％までを1．7m ／s，含水率25％以下で約1m ／s とす

ると，消費電力量は各含水率段階での乾燥時間に多少

影響 されるが，おおよそ50％減少 となる。ただ し，乾

燥装置の材間風速 をサ ンプル材位置 としてい るため，

乾燥装置内で風速のバ ラツキが大 きい場合 には，乾燥

むらに十分配慮 して風速値 を設定す る必要が ある と思

われ る。

（ 3） 排熱の熱交換 による省エネルギー化

熱気乾燥装置内の湿度調整のため に設けられている

ダンパー を介 して排出される排気熱 を熱交換器に よっ

て再利用 し，蒸気消費量の削減 を図る目的で試験 を実

施した。

熱交換器 はアル ミニ ウム製 フィン付 きパイプにフロ

ンR －11が封入 されてい るヒー トパイプ24本を組み込

んだもので，吸気・排気が強制的にファンに よって制

御できる仕組 みとした。供試材はエゾマ ツ・ トドマツ

の建築用正角材で，中温・ 高温乾燥スケジュールによ

り，含水率20％以下 まで乾燥 させ た。使 用蒸気量の計

測はスチーム メー タを用い行 った。

・々の結果，熱交換器付設 と熱交換器無 しの従来条件

の蒸気流量 を比較 した ところ，中温乾燥で43％，高温

乾燥で15％の蒸気節減量が得 られた。 よって，本熱交

換若き利用による省エネルギー効果は十分に認められ，

本法は有効で ある。 ヒー トパイ7 0に与える通過風量は，

約4．5m a／m in 程度が熱交換効率 をある一定水準以上 を
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推持する上で効果的であ り， この場合，強制吸排気フ

アンな しで も乾燥室内部循環 ファンの自然吸排気方式

による風圧に よって まかなえると考 えられる。

乾燥 コス トの節約効果をおおむね推定すれば次の と

おりである。総 コス トに 占め る直接経費の割合 を40％

と仮定 し，消費蒸気量が20％節減できた場合，単純計

算か ら総乾燥 コス トの 8 ％ （40×20／100）が節約可能

とな る。

今回の試験では，装 置規模が小さ く熱交換器 を 1 基

取り付 けたのみであるため，実用装置 （50石 タイプ）

での熱交換効率，乾燥コス ト削減効果等を今後検討し，

普及を図 ってゆ く必要があると考える。

（ 昭和63年度 ～平成 3 年度）

（ 乾燥科）

1 ．4 注入技術の改善・ 開発

I m p r o v e m e n t a n d D ev e lo p m e n t o f Im p re g －

n a tin g T e c h n o lo g ie s

l ．4．1 外構部材 に用い る道産材の防腐処理技術 の改

善
l ∃

I m p r o v e m e n t ofPreservative－Treatability

o f D o m e s tic Softwood Grownin Hokkaido

f o r ExternalUse

（ 1） 研究着手の経過

平成 2 年 5 月，東京のい くつかの公園で防腐処理 し

た木製遊具の腐朽が問題 となった。 日本木材保存協会

はこれを契機に「薬剤処理外構部材製造基準検討委員

会」 を設置 し， 2 年 8 月から12月にかけて検 討を重ね

てきた。 これ までの薬剤処理木材の製造基準を もとに

新たに「薬剤処理木質外構部材の製造基準」を作成 し

た。 これは屋外で使用 される木質屋外製品（外構部材）

の需要 を拡大するには，品質性能の保証 された製 品を

供給 してい くことが重要であるとい う観点か ら，林野

庁の指導の もとに作成 した もので ある。林野庁ではこ

の基準が防腐・防蟻処理材の製造に有用であ るこ とか

ら3 年 3 月，林産課長名で都道府県に通知 した ところ

であ る。

この製造基準 を北海道に当てはめてみると道南スギ

〔 林産試場報 第 6 巻 第4 号〕

については現状の技術で対応はで きるものの， カラマ

ツ，エ ゾマツ， トドマツについては新たな防腐処理技

術の開発が急がれ るとの結論に達 し， 2年12月林産試

験場 内に「道産材防腐処理技術検討会」 を設置す るこ

とになった。 この検 討会の なかで，木材の注入性 を向

上させ ると考 えられるい くつかの技術的手法が提案 さ

れた。これらの手法を実験的に確認すべ く，3 年 2 月，

場内的に合 意を得て， これ を3 ～ 4 年度のプ ロジェ ク

ト研究 として着手することに した。

（ 2） 技術開発の 目標

浸潤度 （材表面か らの薬剤の浸透深 さ） としてはカ

ラマ ツ心材の製材および丸太で 8 mm以上 とす る。エゾ

マツと トドマ ツについては製材 の材厚によ り異な り，

5 0mm以下の もので 8 mm以上，50 －75mm の もので12mm以

上，75m¶1を超 えるもので16mm以上 とす る。 また丸太で

2 4mm以上 を確保す る。薬剤の吸収量 としてはいずれ も

C C A として 6 kg／が以上 を確保す る。

3 年度においてはカラマツ を対象 とする技術的検討

を行 った。

（ 3） 注入性 向上に関する手法および実験結果

径級2Jト 32cm，長 さ4 m の美瑛産人工林 カラマツか

ら10．5c汀1の心持 ち正角材 を製材 し，下記の実験に供 し

た。 なお， C C A の加圧注入条件 は前排気730mm H g ・

3 0分，加圧 15k gf／cm2・4 時間，後排気730mm H g・30分

であ る。

①蒸煮処理

1 本の角材か ら1．25m に 3 本を切断 し， 2 本 を蒸煮

処理 にむけ， 1 本 をコン トロール とした。同一の処理

条件 について10本の角材 を内容積767 J ，最高使用圧力

2 0k g fG ／cm号の オー トクレーブ中に封入 した。150℃（3．9

k gfG ／cm含）お よ び160℃ （5 ．3k gfG ／cm2）で 50， 100， 150

分， さらに170℃（7．1k g fG ／cm2）で30，50，70分の処理
ほこ

を行 った。さらに鉾型の刃を用いて深 さ8 mm，6600個／

m 召のインサイジング加工 を行 った後，170℃で50分の蒸

煮処理 を行った。 これ らにつ いて曲げ・ 孔隙性・ C C

A 加圧注入試験 および組織観察 を行 った。次 の結果が

得られた。

曲げ強さ残存率の低下をみると，処理条件が過酷な
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ほど大 き くなる傾向が認め られ る。

カルロ・エルバ社製の水銀圧入式ボロンメータ220型

を用い，表面から深 さ8 mmの範囲で測定 した平均細孔

半径 をみ ると，温度の効果 は明 りょうでないが100分処

理の もので，無処理に比べ50～60％程度増加 する。

浸潤度については インサ イジング加工 をした もの を

除き， そのバ ラツキが大 きいため処理条件の間に有意

な差が認め られない。平均値では基準 を満た して も，

その範囲の最小値 が基準 を満 たさないため，実用的に

はC C A に対する注入性向上 の前処理 としては使 えな

い。ただ し， インサ イジング加工 をして蒸煮処理 した

条件は基準 に適合する。なお， この条件の曲げ強さ残

存率は54％である。

走査型電子顕微鏡を用いて，表面から深さ10－20mm

の位置で採取 した試片について観察 した ところ，処理

条件の全てにおいて，注入性 を阻害す るとされている

有縁壁孔の閉鎖の破壊 が認め られる。壁孔閉鎖の状態

が一様でないこ とか ら， 同一の蒸煮条件で も，壁孔の

壊れ方 に相違がみ られる。蒸煮処理の緩い条件では，

その効果が村中心部 までおよばず，壁孔閉鎖の破壊が

認め られ ない。

②拡散法

C C A 処理廃材 による環境汚染が問題に されてきて

いる。そのため一方で環境汚染 に影響の少ない薬剤の

開発が進め られて きている。 ホウ酸は古 くか らこの 目

的に合致 しなが らも，薬剤濃度が低いため浸潤度に限

界が あるこ と， また薬剤の溶脱防止技術が確立されて

いないことか ら防腐効 力の持続性が保証 されず，実用

レベルでの使用が見送 られている。

最近㈱ 旭硝子が トリエタノールア ミンを溶媒 とする

高濃度 ホウ酸溶液 を開発 した。この薬剤 を拡散法に適

用した場合，拡散時間の短縮 と浸潤度の増加が期待 さ

れるため， この薬剤を供試することに した。

木材含水率25％およぴ40～60％の長さ50cmの角材に

高濃度 ホウ酸溶液（H 3Ⅰ∋0 3として40％）を厚 く塗布 し，

2 0お よび28℃の環境 に 2， 4 ， 8週 間放置 した後の浸

潤度 を測定 した。その結果含水率40－60％，20℃・ 8

週間 または28℃・ 4 週間の条件で基準を満たす浸潤度

が得 られた。

今後の課題 としては， 防腐効力に適正な薬剤吸収量

を設定す ること， ホウ酸の溶脱防止技術 を開発す るこ

と， さらに外構部材の防腐剤 としてホウ酸 を認証 させ

ることなどがあげられ る。

③針式または ドリル式によるインサイジング

従来の ローラー式による鉾型の刃 を用 いて深さ 8 mm，

6 600個／m 2の インサ イジングによればカラマツの場合，

得られる浸潤度は 2 mmが限度であ る。

ローーラー式の改良によるインサ イジング密度の これ

以上の増加は無理 と判断 し，針 または ドリルによるイ

ンサ ノジングを検討す ることにした。

針については生材 に直径1．70，2．15，2．45mmのN 釘

を用い， ドリルにつ いては乾燥材に直径1．5，2．0，2．5

m mの刃物 を用 い，それ ぞれ深さ 5 ，10，15，20mmの穴

あけを行った。

その後C C A を加圧注入 し，穴 あけ深さの位置にお

ける繊維方向 とそれに直交する方向の薬剤の浸透範囲

を測定 した。

その結果によると，薬剤の浸透範囲に関 してはバラ

ツキが大 き〈 ，釘や ドリル刃の直径 と穴あけ深 さが有

意な傾向 を示 して いない。全てのデー タを丸めて穴あ

けの緯度 を求 めたところ，針式では約4300個／m含，ドリ

ル式では約5000個／m 2必要なことが計算された。

なお， この方式 による刺傷密度が鉾型の ものよ り小

さくなる原因 を明らかにするために， 同一材料 を用い

て従来の方法 と比較検討 を行 うことに している。

ドリル式 についてはこの条件 による実用機の設計は

不可能 と判断 し， その後の実験 を中止 した。

針式につ いては基準 を満たす穴あけパ ター ンを決定

し， Jとれに基づいて生材 に直径2．45mmのN 釘 を深さ15

m mまでの打 ち込んだ。 これに対す るC C A の加圧注 入

試験 によれば，基準を クリアする浸潤度 と薬剤吸収量

が得られた。また曲げ強さ残存率は86％で，実用に耐

え得 る もの と判断 される。

生材に対す る直径2．45mmの釘の庄 入力は40－70kg f

で引抜力はその半分である。 これに基づ く機械装置の

価格試算 によるとバ ッチ式で700万円，連続式で300万

ー2 8 － 〔J・＝o k k aid o F o r・ P rod・ R e s・ Inst・ V ol・6 ， N（九4・ 199 2〕
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円程度 となる。

実用的には連続式が望 ましい。針が回転 して木村 に

庄入する際，垂直分 力のみが作用 し，針の曲が りを防

止す る機構 を考案 し，試作機 でその有効性 を確 認 して

いる。平成 4 年度において実 用機の製作 を行 う。

④溝切 り方式

木口か らの注入性 の良い ことは一般 的に知 られてい

る。10．5cm角材 に繊維 を横切 る60mm間隔で，深 さ15mm

の溝切 りを行 い，C C A の加圧 注入試験を行 った。溝

切り深 さの全面 をとお して薬剤の浸透が認め られた。

しか し，曲げ強 さ残存率 は32％で，強度低下 は大 きい。

カラマツにつ いては溝切 り深さは 8 mmでよ く，曲げ

強さ残存率の計算予測値は60％となる。

エゾマツ・ トドマツにつ いては板厚に よって浸潤度

を8 ～16mmと規定 しているため，強度低下がカラマツ

よりも大 き くな り実用化は無理 と考 えられる。 したが

って 4 年度においては この方式の試験 を中止す る。

ただ，木 口注入に関する有効最大長 さを求めてお く

必要がある。それは注入性評価の基礎データで もあ り，

実用的には注入処理後において集成化 を行 う場合の ラ

ミナ長さの決定基準 となるからである。

⑤レーザインサイジング

最近， レーザ光線 による穴あけ加工 を注入性向上 に

役立て ようとす る基礎的研究が進め られている。装置

価格が高いこ と， 多数の穴あけを同時に行 うことは不

可能 なことから， レーザ インサイジングの実用化は現

段階 では無理が ある。ここでは， レⅥザによる穴あけ

が釘や ドリル刃 に比べ てどの ような特性 をもつのか を

確認するための若干の予備的 な試験 を行 った。

三菱 レーザ加工機20102H 2（出力1．2k W ）を用い，穴

あけ深さの 目標値 を20mm とす ることを前提に した。 レ

ーザの照射条件 として焦点はずし距離（mm）：一10．5，－

1 3．0，－15．5，平均 出力 （W ）：60，70，80，照射時間

（ sec）：0．5，0 ．6，0．7の組み合 わせで穴あけを行った。

その後， C C A の加圧注入試験 を行 い，穴の深 さ各

位置での繊維方向 とそれに直交す る方向におけ る薬剤

の浸透範囲を観察 した。

穴あけ深さは18～27mmの範囲で認め られ，焦点はず

〔 林産試場報 第 6 巻 第 4号〕

し距離 が大 きくなると，大の深 さが浅 くなり，穴の直

径が大 きくなる傾向がみ られる。

深さ11mmの位 置における薬剤の浸透範囲 をみると，

試験体 間のバ ラソキが大 き〈 ， レーザの照射条件 によ

る有意な差 を認めることはできない。 また，浸透範囲

の挙動をみて も釘や ドリル刃の それに比べて特 に優位

性のあるデー タとはなっていない。

⑥穴あき中空材と背割り材における注入性

米国のメイン州立大学の B ．S ．G oo dell はスブルース

等の難注入材の角材を中空材 として加圧注入すること

によ り，材 の表面 と内部か ら薬剤が浸透 し，注入性向

上に効果があると報告 している。 また心持 ち角材の髄

に達す る背割 りを入れることによ り加圧注入における

浸透面積が増加し注入性が改善されるとしている。

1 0．5clⅥ心持 ち角の 1 m 材の木 口中心部に村長を貫通

する直径 6 cm と7 cmの穴をあけた中空材 を用意 した。

前者につ いては最小肉厚2．25cm，後者 については1．75

c m となる。 また，同様の材 に対 して， その一面 中央に

髄に達する帽 2 mmの背割 りを入れた試験体 を作成 した。

それぞれに C C A を加圧注入 した ところ薬剤の浸潤

度は薬剤が接触 した面に対 し，たかだか0．5～ 1 mm程度

であ り，特別な効果 は認め られていない。

したがって，本テーマの技術開発 目標か らみれば，

この手法はほ とん ど効果のない もの といえる。

（ 平成 3 年度～平成 4年度）

（ 耐久性能科，材質科，物性利用料，加工科，機械科）

1 ．5 撞着技術の改善・開発

I n lp r O V e m e n t a n d D ev e lo p m e n t o f G lu in g

T ec h n o lo g le S

1 ．6 表面処理技術の改善・開発

I n lp r O V e m e n t a n d D e v e lo p m e n t o f T r e a tm e n t

T ech no log ies for W ood S urface

l ．6．1 木製窓 の耐久性 を向上 する表面処理法の開発

（ 共研）

D ev elop m en t of W eath ering H ig h R esistance

T reatm ent of Exterior Wooden Window

－2 9 －
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近年，木材の質感が理解 され るようになり，種 々の

用途に木質材料 が用 いられるようになった。木製窓枠

もその一つである。 しか し，外装 用木製窓枠の使用条

件は内装用部材 とは異な り苛酷である。 その メインテ

ナンス間隔は 2 ～ 3 年 といわれてお り，他の素材の窓

枠に比べて短い。 メインテナ ンス期 間の長期化 は，窓

枠への木材需要拡大 につなが る。本試験は， こ うした

現状 をふ まえ，長期耐久性 を付与する表面処理技術の

開発 を目的に した。

供試材 として，雉 カバ，カラマツの二樹種 を用 いた。

塗装条件は，平成 2 年度の試験結果 をもとに下塗 り，

中塗 り塗料 としてポ リ7やタジュ ン系塗料 を，上塗 り塗

料としてフッ素樹脂塗料 を用いた。 また，基材処理 と

して防腐処理 を施 した場合の影響 を検討 した。使用防

腐剤は， ホキシム・N C H・A l系 とビレスロイ ド・ ジク

ロフルアニ ド系の 2 種である。塗膜性能の評価 は，紫

外線ウェザー メー タを用いた劣化促進試験による塗膜

表面の変化に基づ いて行 った。塗膜劣化の評価 は， 目

視観察，塗膜付着力，塗膜硬度，色差，光 沢度の項 目

について行 った。

得られた結果の概略は，以下の とお りである。

（ 1） 上塗 り塗料 としてフ ッ素樹脂塗料 を用いた場合，

塗膜の耐久性 が向上 した。 この条件の処理 材で は，10

年相当の劣化促進試験後塗膜割れなどの損傷の ない健

全な試 片の割合 は，カラマツ100％，カバ50％であった。

（ 2） 促進劣化試験 による色差，光沢度の変化は，従来

の塗装処理 と同程度であった。

（ 3） 防腐処理の影響は，処理後の乾燥 を十分行 えば塗

装障害 （下塗 り） は生 じなか った。 しか し，乾燥 しに

くいホキンム・N C H －A l系の場合，72時間の乾燥時間

を要 し，作業性 に若干問題 があった。

塗膜付着力は， いずれの条件 もJA S 規格（B 試験）

を満た した。 しか し， ビレスロイ ド・ ジクロフルアニ

ド系防腐剤の使用は，塗膜付着性能 を低下する傾向が

みられ た。

（ 平成 3 年度）

（ 接着塗装科，旭硝子珠 式会社北海道建材研究所）

1 ．6．2 外装用集成材の透 明塗装技術

D e v e lo p m e n t ofTransparentFinishingfor

L a m in a te d Timber

大径木の減少に伴い，集成材の用途は外構部材や木

製窓枠等 多方面 に広がっている。 しか し，塗装方法は

保護 着色材 を用いるために木材特有の生地を十分生か

しているとは言い難い。 このためには，透 明塗装が有

効である。 しか し，塗膜を形成する塗料は集成材のよ

うな基材では耐 久性能 が素材に比べて著 しく低い。本

試験 は木材の生地 を生か した透 明塗装技術を開発 し，

その耐用年数 を把握 しメインテナンス技術を確立する

ことを目的に した。

平成 3 年度は，予備実験 として表面処理 の効果 を素

材を用いて評価 した。塗装条件 は，下塗 －）， 中塗 りと

してポ リプタジエ ン系 と変性ポ リウレタン系塗料の 2

種， 上塗 りとしてフ ッ素樹脂系， ポ リプタジエ ン系，

変性 ポ リウレタン系の 3 種の塗料 を用い， これ らを組

み合 わせて設定 した。防腐剤 として， ビリダフェンチ

オン系，ホキシム・N C H －A l系， ホキンム・ オクタ ク

ロロジプ ロピルエーテル系防腐剤の 3種 を用 いた。試

験項巨＝ま，はっ水性付与処理の効果，紫外線吸収剤添

加の効果，下地処理 としての防腐処理の塗装への影響

の3 項目について行った。結果 の概略は以下の とお り

であ る。

（ 1） 塩基性酢酸アル ミニウム，塩化アル ミニ ウムの各

3 ％溶液 を塗布後加 熱処理 を行 うことではっ水性が付

与された。

（ 2） キセ ノンフェー ドメー タによる促進劣化試験（100

時間）では，各種条件間の有意差 は認め られなか った。

（ 3） 防腐処理 の塗膜硬化への影響 は，防腐剤の種類，

塗装 条件で幾分異な ったが，乾燥が十分であれば硬化

に障害は発生 しなか った。

（ 平成 3 年度～平成10年度）

（ 接着塗装科 ）

2 ．生産工程の合理化

R ation alization of M anu factu rin g P rocesses

2 ．1 製材工程の合理化

R a t io n a liz a tio n o f S a w ln g P r o c e ss

－3 0 －
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2 ．1．1 製材の欠点認識に関 する研 究

R ec o g n itio n o f D e fe cts o f S a w n T im b er

これ まで林産試験場では製材工程 にお ける省 力化 を

目標 に，自動小割 り指示装置の試作開発 を行ってきた。

本装置は構造用材を採材する耳付 き材の形状 と画像処

理により節の位置と大きさを測定し，得られる製品の

価値歩留まりを最大にする木取りを計算するというも

のである。対象 とした樹種 はエゾマツ， トドマ ツで，

欠点の認識は表面の色の濃淡の差 を用いて行っている。

このため カラマツなど辺材 と心材の色 に違いがある樹

種には向かなかった。

そこで応用範囲 を広げるため，心材 と辺材の色に違

いのあるカラマツ，広葉樹 として ミズナラ，ヤチタモ

について も欠点の認識方法を検討 した。

画像処理方法はこれまでと同様に画素の明暗ヒス ト

グラムを作成し，これに基づきしきい値を決定する方

法とした。この際，今回用いた樹種は心材と辺材の色

が違 うこ とにより，背景 と木材，心材 と辺材，心材の

健全部 と欠点の分雛のためしきい値を 3 回求めなけれ

ばな らないことが分か った。

この方法で処理を行った結果，カラマツの場合，晩

材の色が濃 く欠点 と共に年輪が残るこ ととなった（第

1 図）。ミズナ ラ，ヤチダモなど環孔材では孔圏部の道

管が影を作 り欠点のほかこの影を認識する場合が起こ

った 。

次に，これらの欠点以外のデータを取 り除く方法と

して画像の収縮と膨張の利用を検討 した。画像の収縮

を用いることで画像のⅩ方向または y 方向の成分が小

さい部分 は除去 される。 したが って年輪 などの細長い

ものは消去されることになる。この際そのほかの成分

も全体的に小 さくなるため，再び膨張させ るこ とが必

要となる。

この結果， カラマツの場合，板 目面で晩材部が幅広

く現れているところや節の存在 により年輪がせ ばめ ら

れ斜め方向に向いている部分 は 1 回の収縮では除去で

きなかった。しかし，収縮回数を増やすと節も消去し

てしまうことになる。このように，カラマツは画像の

濃淡 による欠点の認識は難 しい。 ミズナ ラ，ヤチダモ

〔 林産試場報 第6 巻 第 4 号〕

第1図 カラマツの画像処理結果

F ig ． 1 T h e resu卜toftheimage processing of

K a ra m a t s u （J a p a n e s e Larch）board

は本方式で欠点の認識が可能となった。

（ 平成 3 年度）

（ 製材科 ）

2 ．2 乾燥工程の合理化

R a tio n a liz a tio n o f D ry in g P ro c e ss

2 ．2．1 構造材の乾燥技術の開発（再掲）

D ev e lo p m e n t o f D r y in g T e ch n o lo g y fo r

S tru c tu ra l L u m b e r ofSoftwood

2 ．3 集成材製造工程 の合理化

R ation alization of M an ufactu ring P rocess fo r

L a m ina ted Wood

2 ．3．1 低質広葉樹材を活用した集成材の生産システム

の開発

D ev elop m en t o f M a nu facturing S ystem fo r

L am inated W o od from L ow Q ua lity

H a rd w o o d L o g s

造作用集成材業界をとりまく環境は，ここ数年で，

ゴムの木などの急増する海外製品の流入，産地国企業

との提携や合弁会社の設立，国内企業の海外進出など，

大きな変化が生 じている。このよ うな厳 しい状況の下，

道内の造作用集成材業 界においては，製造工程の省力

化と，道産広葉樹資源の低利用材の活用が今後の課題

とな っ て いる。

そこで，本研究では， これ までの良質大径材 を原材

料とした造作用集成材の製造工程 ラインとは別に，低

－3 1 一
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質・ 小径材を効率的に利用で きる新 しいシステムを開

発す るこ とを目的 としてい る。

平成 3 年度は，これ までの研究成果を整理 し，一連

の製造試験によって，今回開発した新しい生産システ

ムと現行 の もの との相違点につ いて検討 した。 また，

2 年度に開発 した「ひき板の仕上が り厚 さ予測装置」

の性能試験 を行った。

一連の製造試験から判断する と，新 しい生産 システ

ムの優位性 としては，材積歩留 ま りの約10～15％の増

加，集成接着の作業 時間の短縮 による生産性の向上が

あげられる。 また， パルプ材のような小径・ 低質材 を

原材料 とした場合の製造工程上の最大のネックは， い

ずれの生産システムにかかわ らず，欠点 除去作業 であ

った。今回の製造試験 では，ナラ類のパルプ材 を原材

料とした ときの欠点除去工程 の材積歩留ま r）は50．7％

であ り，現在 の集成材工場 における同工程 の値 （約90

％） よ りもかな り低 かった。この歩留 まりの低減 は，

月産 150m 8の集成材工場 を想定 して試算 しこ ところ，欠

点除去のためのカッ ト数で2．7倍，カッ ト時間数で約13

時間の増加になった。

ひき板の仕上が り厚 さ予測装置の性能については，

一連 の製造試験の 中で検討 した ところ，ほぼ仕様 どお

りで あ った 。

（ 平成元年度 ～平成 3 年度）

（ 加工科，機械科，製材科，成形科）

2 ．4 合板製造工程の合理化

R a tio nalizatio n of M anu facturin g P ro cess for

P ly w o o d

2 ．4．1 針葉樹単板の道材合板心根への適 用

U tiliz a tio n of Softwood Veneer for

C o r e ofDomestic Hardwood Plywood

道材合板の心根 には南洋材が使 用されているが，資

源の枯渇，環境保護の問題等か ら近 い将来には入手が

困難 になるこ とが予想 され る。そこで，南洋材 に替わ

る代替材が求 められている。針葉樹材は植林 による更

新が可能で，有力な代替材候補の一つである。

しか し，針葉樹単板は節， 目ボレなどが多 く，道材

合根 の心根 として使用すると， これらの欠点が合根の

表面に現れ る，いわゆ る「コア写 り」 を生 じる。

平成 2 年度はこの「 コア写 り」を減少 させ る方法に

ついて検討 した。 その結果，表板 と心根の接着層に不

織布 を挿入す る方法，あるいは粘度の高い接着剤 を使

用する方法に よってある程度減少することができた。

三L年度 は トドマツ，カラマツ材か ら切削 した単板 を，

第1 表に示す ようなクリッパでの裁断基準か らA ，B ，

C の 3 等級 に分類 し，等級 と生単根歩留 まりを測定 し

た。 また，各等級の単根 を心材 にした実大サイズの シ

ナ合板 （5．5mm X 9 1．5cm x 182．5cm）を，粘度の高い接
L

着剤で製造 して狂い， コア写 り，表面割れ，ヤニの渉

みだしを測定 した。

々－の結果 は以下の とお りであった。

（ 1） 生単板歩留 まりは第 2 表の とお りであった。

（ 2） 合根の狂 いは，ラワン心根 の合根に比べ， C 等級

の心根 を使用 した合板 ではやや大 きかったが，A ， B

等級の心根 を使用 した合板では差は なかった。

（ 3） コア写 r）は，節につ いては トドマツのC 等級の心

根を使用 した合板でやや大 きかったが，その他の心根

第1 表 単板の等級 とクリッパでの裁断基準

TablelVeneer grade and cut－0∪‾L defects on Clipping

－3 2 －
〔 J．H o k k a id o F o r．P rod ．R es．In st．V o l．6 ， Nn 4 ， 19 92〕

入　 り　 皮 ， ヤ ニ　 ッ　 ボ 割　　　　 れ

lrk p o c k e t，P itc h p∝ ke t S p lit

1 1 m m 以 上 裁 断 6mm 以 上 裁 断

C ut o u t o v e r l l m m C u t o u t o v e r 6 m m

2 1m打l　 ／／ 11m m　 ／／

3 1m m　 ／† 11 m m　 ／J

単 板等級 抜　　 け　　 節 生　 節 ，死　 節

B zV en eer g rad e K n ot h ole L iv e k not，D ead kn ot

A
11爪m以上裁 断 2 1mm 以上裁 断

C ut o ut o ver llmm C ut ou t ov er 2 1mm

B
16mm　　 ‖ 26mm ／／

（トドマ ツ36 mm ）

C 21mm　　 〃 51mm　 ／／
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第2表 生単板歩留 まり

ではほとん ど生 じなか った。

しかし， トドマ ツ， カラマツの各等級の心根 とも，

等級に関係な く年輪の凹凸が表面に現 れ，表面の平滑

性からみるとラワンを心根 とした合板に比べかなり劣

ることが判明 した。
L

（ 4） 表面割れ，ヤニの港み出 しは皆無ではないがご く

わずかで，実用上 問題 となる ものではなか った。

（ 平成 2 年度一平成 3 年度）

（ 合板科 ）

2 ．4．2 乾式接着方法による薄物道材合板の製造技術

P r o d u c tio n o f T h in PlywoodwithFilm

G lu e m a d e o f U r e a－F o rm a ld e h y d e R e sin

ユリア樹脂接着剤を用 いて非常 に薄い（厚 さ1．5－2

m m）道材合板が製造されているが，ロールスプレッダ

を使用 して接着剤 を塗布す る通常の湿式接着法では，

接着剤塗布が難しく能率が悪い。これをフイルム状接

着剤で製造することがで きれば塗布作業が不 必要 とな

り， きわめて答易に薄物合根が製造 できる。 そこでユ

リア樹脂接着フイルムの製造方法の開発 と，これ を用

いた薄物道材合根 を製造す る方法につ いて検 討 した。

ユリア樹脂接着 フイルムを製造する方法は，液状の

接着剤 を基材に含浸 させ， これ を乾燥 してフ イルム状

にする。この時硬化が進むと接着剤としての機能が失

われるため，乾燥時 には硬化 しないが熱庄時に硬化が

急速に進む潜伏性硬化剤 を使用す る必要があ る。また，

製造後室温で保 存 しても硬化 は徐 々に進 むため，で き

るだけ長 い期間良好 な接着性能 を保持 していることが

望ましい。

平成 3 年度は，ユ リア樹脂接着フ イルムを製造 する

時の適切 な基材 と潜伏性硬化剤の選択 と乾燥条件の確

〔 林産試場報 第6 巻 第 4 号〕

立お よび， フイルム製造後 の保存期間 と熱圧時間が合

根の接着′性能に与える影響 について検討 した。 なお，

接着性能は普通合板の JA S 2 類の性能を有することを

目標 とした。

試験結果は以下のとお りであった。

（ 1） フイルムの基材 は和紙， クラフ ト紙，不織布 の 3

種類につ いて検討 したが，不織布が適当であった。和

紙， クラフ ト紙は乾燥す ると柔軟性に欠けた。

（ 2） 潜伏性硬化剤はスルフ ァミン酸，あるいはイ ミド

ジスルホン酸 を主成分 とする硬化剤が適 していた。

（ 3） 乾燥条件は70℃一20分 が適 当であった。

（ 4） フ イルム接着剤で製造 した合板の接着性能に与え

る熱庄 時間と保存期 間の影響 は，硬化剤の添加量 と関

係す る。す なわ ち， 添加量 を多くす ると（2．0％以上）

熱庄時間は短 くて よいが （30秒／mm）， 1週間程度で接

着性能が低下す る。

一方，添加量が少ないと（1．5％以下）熱庄時間 を長

く（45秒／mm）しない と2 類の性能 が得 られないが， 2

週間後 も接着性能は良好であ った。

（ 平成 3年度 一平成 4 年度）

（ 合板科）

2 ．5 成形板製造工程の合理化

R ation alization of M an ufa ctu ring

P r（）C e SS fo r F o r m ln g theI∋oard

2 ．6 加エエ程 の合理化

R a t io n a liz a t io n ofProcesslng

2 ．6．1 割箸製造工程の 自動化技術の開発 （共研）

′「 e c h n o l o g y f o r a n A u t o m a t i c a l l y C o n t r o l l e d

I 几a n u fa ctu r in g P r oc es of H a lf－S p lit C h op 舐ic k s

割箸はその大部分が ロー タリー単板か ら製造 されて

いるが，製造工程 の中で特に選別工程 は 自動化装 置の

開発が遅 れ，形状・変色等による製品の選別は人手に

頼らぎるを得 ない状況 にあ る。 しか し，労働力の確保

が年 々医難 になって きているとともに高齢化が進んで

おり， このため，当面 は多 くの人員 を必要 とす る品質

選別工程の 自動化技術を開発 し，製造工程 の省力化，

ー3 3 －

T a b le 2　 Y ie ld o f g r e e n v e n e e 「　 単 位 ：％

草 根 等 級

V en e e r g r a d e

A B C

供 試 原 木 の 平 均 径

A ve ra g e d ia m e te r o f

p e e le r lo g s

ト ド マ ツ

T od o m a ts u
5 4 ．4 6 4 ．0 6 S ．2 3 2 ．Ocm

カ ラ マ ツ

Jap a n e s e L a r c h
5 4 ．4 5 8 ．0 6 1 ．4 2 8 ．3cm
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経営の安定化を図る必要がある。

　平成3年度は割箸の自動選別装置を開発するための，

各種欠点の検出・認識・判断技術の検討を行った。

（1）市販カラーセンサを使用して，変色の程度による

品等区分の可能性を検討した。その結果，材内での変

色の検出に比べて材間の色の差の検出は，良好な精度

が得られなかった。原因は材の密度や切削面精度等の

違いにあると思われるが，今後，さらに検討を要する。

（2）形状の検出は3段階に分けて行うこととした。1

回目は折れ，欠落等割箸の形状を有していない物を機

械的に除去し，2回目は変形の大きな物を横方向に送

材しながら測定・除去，3回目は縦方向に送材しなが

ら微妙な変形を測定し色等の識別と併せて総合的な等

級区分を行うこととした。

（3）節の検出はカラーセンサを用いて実験を行ったと

ころ，感度・応答速度共良好な結果が得られた。

（4）測定機構は，常に割箸がセンサの中心を材面と一

定の間隔をおいて通過する機構とし，試作を行い，こ

れを用いて材色の測定を行った。その結果，測定機構

自体には特に大きな問題点はなかったが，送材機構等

も含めて若干の改良が必要であり，今後検討を要する。

（5）割箸選別試験装置の概念設計を行った。工程は，

供給→横送り→反り・曲がり荒選別→仕分け→縦送り

→反り・厚さ・割れ測定→曲がり・幅測定→色・節測

定→等級判断→仕分けの順とすることとした。

　　　　　　　　　　　（平成2年度～平成4年度）

　　（製材科，機械科，成形科，滝上産業株式会社）

3．開発製品の市場性の評価
　 Assesments on Market－Performance of

　 Developed Products

3．1  市場性の分析

　　  Analysis for Market－Performance

3．1．1  カラマツ中大径材の高度利用に関する研究

　　　　（住木センター委託）

　　　   Study on Advanced Utilization of

　　　　 Plantation Grown Larch

　本道のカラマツ人工林は年々その蓄積量が増加し，

出材も中大径材主体の主伐材の割合が大きくなってき

ている。しかし，その用途の大半は梱包材やパレット

等の輸送資材やパルプチップ用で良質中大径材に適し

た用途の需要は確立していない。

　今後出材量の増加すると予想される中大径材の用途

開発を図るために，平成 2年度に引き続き枠組壁工法

用住宅部材の生産技術について製材，乾燥，加工を通

じて一連の試験を行い，強度性能についても検討した。

また，大断面構造用集成材ラミナについては熱盤乾燥

とフィンガージョイントによる縦つぎ試験を行った。

試験用原木はいずれも美瑛産カラマツ人工林材で一般

市場で流通しているものである。

　さらに枠組壁工法用製材と構造用大断面集成材につ

いて，現在の道内市場を中心に経済性の検討を行った。

　なお，枠組壁工法用住宅部材の生産技術については

日本住宅木材技術センターからの受託により実施した。

　試験の結果は次のとおりである。

（1）　枠組壁工法用住宅部材の生産技術

　用いた原木の径級は18～34cmで，本数は48本である。

①　製材試験

（i）原木の形質

　節の数は原木1本当たり平均13．3個であり，2年度

の結果より少なくなっている。また，径級による差は

認められなかった。これは，今回の原木の元玉の割合

が約 40％と2年度より高かったためである。材面別で

は 3材面無節あるいは隣接 2材面無節以上が29.2％，

4材面有節が約 44％であった。平均節径および最大節

径は原木の径級が増大するほど大きな値になっていた。

曲がりは径級の小さいものほど大きい傾向を示した。

 JASに基づく等級各付けでは1等が1.5％，2等が

70．8％，3等が25％，4等が1．5％であった。

（ii）原木径級別・木取り型別の製材歩留まり

　木取り方法はダラ挽き，枠挽きおよびツイン帯のこ

盤を用いたたいこ挽きの 3条件で，材種は204～212材

の 5種類の中からできるだけ大きな断面の材種を多く

採材するようにした。製材の歩増し量は厚さで 8mm，

幅で12～17mmである。また，採算性を考慮して，副材

としてパネルボード用原板を採材した。

〔J．Hokkaido For．Prod．Res．Inst．Vol．6，No.4，1992〕



木材産業の体質強化を促進するための技術開発

　径級別の主材の材積歩留まりは22cm以下で46．2％，

24～26cmで50.0％，28cm以上で57.7％，全体で49.8％

となった。2年度の結果と比較すると，いずれの径級

でも歩留まりは低くなっている。これはツイン帯のこ

盤で製材する場合，自動送材車付き帯のこ盤に比べて

送材車にセットする際の融通性が低いためと思われる。

副材を加えると2～5％歩留まりが上がる。

　挽き方による歩留まりの差には大きな違いがなかっ

た。

（ⅲ）製材品の等級格付け

　等級別の材積比率では，特級が最も大きく，次いで

2級，3級，1級の順であった。径級別にみると，径

が大きくなるほど特級の割合が増加し，28cm以上では

31％になった。

　等級を決める欠点の出現率は樹心に伴うヤニ，割れ，

変色などが一番大きく，次いで丸身，節，割れ，腐れ

の順であった。

②　乾燥試験

　乾燥試験は 2年度と同様にカラマツの高温スケジュ

ールを用いて行った。また，狂いを抑制するために一

台車あたり10tonの荷重をかける圧縮乾燥を採用した。

　乾燥後の製品の等級が製材時より下がったものの割

合が22．4％と2年度の結果と比較すると大きくなった。

等級を下げる主な原因となるものは縦反りが大半を占

め，曲がり，ねじれの欠点は少なかった。また，2ラ

ンクの等級低下が大半であった。

③　加工試験

　乾燥を終了した材は材種別に 4材面をほう削仕上げ

をしたのち寸法，反り，曲がりおよび、ねじれを測定し

た。2年度と同様に204，206および、208材は多軸かんな

盤の1回通しで仕上げ，210および212材は直角二面手

押しかんな盤，自動一面かんな盤ならびにリッパの3

工程で所定の寸法に仕上げた。

　製材から加工材までの材積歩留まりは73～79％であ

った。削り残し部分を除いた加工材の厚さと幅の寸法

は，すべてJASの断面寸法の許容範囲（±1.5mm）以内

であった。

　加工後の等級別の材積比率では特級が 29.5％、1級

〔林産式場報　第6巻　第4号〕

4.7％，2級39.1％，3級21.7％，格外5.0％であった。

製材時と比較すると特級および、1級の割合にはほとん

ど変化がない。これに対して 2級の割合が減少してい

る。この分，3級と格外の割合が増加している。

④　製品の強度性能試験

　204，206，208材は曲げおよび引張試験，210と212材

は曲げ強度試験のみ行った。

　試験結果をみると，各目視等級ごとの曲げ強度，引

張強度ともほとんどの試験体で住宅金融公庫の「枠組

壁工法住宅工事共通仕様書」に示されている基準値を

上回っていた。また，等級間で強度の差が大きくない

ことから，目視等級と強度の相関は小さいと考えられ

る。このように，目視だけでは合理的な強度の保証は

難しく，ヤング係数による機械的等級区分も併用する

ことが求められる。

（2）大断面構造用集成材ラミナの生産技術

①　熱盤乾燥試験

　乾燥時間の短縮を目的に，熱盤乾燥試験を行った。

圧縮方法は2mm厚さのジュラルミン板，6mmの通気板

（溝深さ1.5mm，幅5mm，間隔30mm，孔径3mm），65メ

ッシュの真ちゅう網の順で材料をサンドイッチ式に挟

み込む形とし，材料と直接接触するのは真ちゅう網で

ある。熱盤温度を140℃と150℃の 2条件とした。圧縮

圧力は3.5kgf／cm2とした。供試材は36×170×3700mmの

カラマツ板材で1条件4枚である。

　試験結果は次のとおりである。

　熱盤温度140℃で初期含水率35％の材を210分で12％

まで乾燥できた。また，150℃では30％の材を280分で

 8％まで乾燥できた。乾燥材の水分傾斜は仕上がり含

水率が高いほど大きくなった。水分傾斜を少なくする

ためには，仕上がり含水率を低くする必要がある。し

かし，含水率が低くなると乾燥応力が大きくなる。こ

のため．過乾燥ぎみに仕上げ，なんらかの応力除去と

使用含水率まで調整するために調湿処理が必要と思わ

れる。収縮については熱盤乾燥の特徴である厚さ方向

で大きく(4.8～6.4％)，幅方向で小さい(0.8～0.9％)

傾向を示した。割れ，くるいについては品等を低下さ

せるようなものは発生しなかった。
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②フィンガージョイン トによる縦つぎ試験

構造用大断面集成材を製造するためには長尺の ラミ

ナが必要である。 このため にはラ ミナの縦つ ぎが不可

欠である。そこでフ ィンガー ジョイン トによる縦つ ぎ

を行 い，曲げおよび引張試験 を実施 した。

フィンガー形状は長さ20mm，ピッチ6．2mm とし，縦つ

ぎはレゾル シノール樹脂接着剤を用 いて， エン ドプ レ

ッシャー約80kg f／cm℡で行 った。

曲げお よび引張 り試験 はプ レーン材100本，フィンガ

ージ ョイン ト材100本の計200本ずつ行 った。 まず，供

試ラ ミナ全数 の曲げヤング係数 を求め， この分布が同

程度 になるように曲げ試験用お よび引張試験用 に振 り

分けた。曲げ試験用 ラ ミナ は長 さ110cmに調整 し，再度

ヤング係数 を測定 しプ レー ン材 とジ ョイン ト材 に振 り

分けた。また，引張試験材 は長 さ3 m に調整 し，プ レ

ーン材 とジョイン ト材に振 り分けた。

曲げ試験はスパ ン90cm， 3 等分点 2 点荷重条件で行

った。引張 r）試験 はグリップ部分 の長 さ100cm，引張 り

部分 の長 さ100cmで行った。

試験の結果は次の とお りである。

曲げ試験では，プレーン材の曲げ破壊係数の範囲は

3 86 ～727 ～1，206kgf／cm2， ジョイン ト材 で277－505 －

7 24kgf／c皿2であった。引張 り試験 では，プ レーン材の引

張強度 の範囲は74～368－667kgf／cmZ， ジ ョイン ト材 で

1 51－236－374 kgf／c皿2で あ った。両者 ともにプレー ン

材の方が平均値は高 くなるが，範囲はジョイント材の

方が小さい。また，ヤング係数と曲げおよび引張強度

の相関係数はいずれ もジョイン ト材の方がプ レーン材

より高かった。

（ 3） 経済性の検討

枠組壁工法用製材 と構造用集成材の工場立地の可能

性を現在の道内の市場 を中心に検討 した。平成 2年度

の枠組壁工法住宅 の道内の建設戸数は約3，000戸，構造

用大断面集成材の出荷量は約 1，000m 3である。

枠組壁工法用製材は企業利益 が薄 く，経営努力が必

要であ る。 また，構造用集成材は市場があればかな り

利益性が高い と考え られ る。 しか し，現在の製品市場

が′トさく単独での企業化 は困難 と思われる。 そこで，

ディメンションランバー とラ ミナの製造工程が同 じで

あることか ら，枠組壁工法用製材 と構造用集成材の複

合工場 を設定 し，その経済性 を検討 した。

製品製造の前提条件 は以下の とお りである。

原木径級

原木挽材量

原木価格

生産品 目

1 8 ～ 3 8 c m

1 2 ，0 0 0 m 3

6 ，00 0 m 3 ＠ 18 ，0 0 0 （30 cm ～ ）

6 ，00 0 m 3 ＠ 15 ，0 0 0 （18 － 2 8 cm ）

主材 ディメンシ ョンランバー

構造用集成材 ラ ミナ

副材 羽 目板材

製品生産量 デ ィメンションランバー 3，505m 3

住宅梁 用集成材 4，608体 663 m 3

構造用大断面集成材 576体 1，037 m 3

羽目板 25，787m 2

製材，乾燥，加工の一貫生産で，支出総額551，144千

円，設備投資総額742 ，000千円である。

ディメンションランバーの価格 をm 3当た り56，000 円

（ 204，206，208材），61，000円（2 10材），64，000円（2 12

材） と想定する。 これは，道内の輸入材の価格 と同 じ

と仮定 している。また，住宅用梁材はm 3当た り10万 円，

大断面集成材 は20万 円，羽 目板 は12cm 幅で m‡当た り

3 ，000円， 8 cm幅で2，500円と想定すれば，収入総額 は

5 50，508千円にな り，ほぼ収支のバランスが とれ ること

にな る。

しか し， この生産量で もデ ィメンシ ョンランバーは

新築住宅の約200戸分，羽目根は現在の需要の約 2 倍と

想定 される。住宅用梁材は 1 戸あた り5 本使用 と想定

すれば約1，000戸程度の市場が必要 になる。大断面集成

材は現在の需要に見合 う生産量になって いるが，近年

大規模 木造建築物 の建設が盛 んになってきてお り，今

後の需要増加が期待 され る。

（ 平成 2 年度一平成 3 年度）

（ 経営科，製材科，乾燥科，加工科，材料性能科）

3 ．2 製造コス トの低減化

Ⅰ乙e d u c t i o n o f M a n u f a c t u r in g C o s t

－3 6 － 〔J・H o比 aid o F o r・ P rod・ R e s・ In st・ V o l・6・ N（）・4 ， 1992〕
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T e c h n o lo g lC a l D e v e lo p m e nt fo r U t ＝z ln g U n － 0 r L e s s －U s e d F o re s t R e s o u rc e s

1 ． 化学的・ 物理的手法 によ る利用

技術開発

R e se a r c h a n d D e v e lo p m e n t ofUtilization

T ec h n o lo g ie s o f w o o d b y C h e m ic a l o r P h y si

c a l M ethod

炭化物 としての利用技術の開発

D e v elo p m en t fo r U tiliz a tio n T e c h n o lo g ie s fo r

C h a rc o a l P r o d u c ts

多目的炭素系資材の製造技術 開発

R esea rch for the W ay to P ro duce th e M ulti－

P urp ose M a terial M a de of C h arcoa lP o w der

カラマツ・ トドマツなどの間伐材や樹皮・ の こくず

等木質系バイオマスの有効利用の一環として，木炭の

新しい用途開発の研究を進めてきた。

木炭の環境浄化機能や土壌改良機能の検討を行 うと

ともに，新たに難燃建材や新素材の開発を加え，木材

の炭化技術 とその用途開発の総合的 な実証 的試験 を行

った。

平成 2 年度 にはのこ くずに炭酸ナ トリウムを10％添

加し，炭化温度300℃，時間60分の炭化条件で待た木炭

粉のボー ド化を試みた。結合剤として，フェノール樹

脂接着剤 を添加 して成形 した場合 と，故紙を添加 して

成形した場合の二通りの実験を行った。その結果，フ

ェノール樹脂接着剤で成形する場／釧こは，接着剤の添

加量を増加す ると，吸放湿幅が低下 した。 しかし，故

紙の添加 では，添加量が増加す ると，吸放湿幅が，や

や低下する程度であった。 したがって，故紙 を添加 し

てボー ドを作れば，吸放湿機能をもつボー ドができる

ことが分か った。

3 年度の研究 目標 は（1）防火性 を有する炭素系成形物

の製造技術 を開発 すること （2）木炭 とケイ素等 との焼

結による新素材の開発に関する調査検討を行うこと （3）

木炭の環境浄化機能や連作障害防止機能について検討

することの三つであった。試験方法および得 られた結

〔 林産試場報 第 6 巻 第 4 号〕

果は以下の ようであった。

（ 1） 木炭 ボー ド製造時に難燃剤 を添加 し，防火性 を有

する炭素系成形板を作り，その防火機能を測定した。

カラマ ツ樹皮炭 に難燃剤 として リン酸水素ニ アンモ

ニウムを， また結合材 として粉末フェノール樹脂 をそ

れぞれ10～20％配合 し，180℃，15分 の条件で熟庄成形

し木炭ボー ド（ 1 ×30×30cm，比重0．7－0．9）を作製

した。 この ボー ドの強度を調べ るため 曲げ試験 を行 う

とともに，防火性 を調べ るため JIS A1321に基づく表

面試験 と基材試験 を行 った。

さらに，1 ×95×95cm，2．5×95×95cmの難燃木炭 ボ

ードを作 り，前者については，カラマツの2．5cm厚の集

成材をコアとしてこの表裏面にはり，三層構造の積層

難燃木炭ボー ドを作製した。また後者については，難

燃処理 した トドマツを両面にはって三層構造の積層難

燃木炭ボー ドを作製 した。この 2 種類 のボー ドにつ い

て防火戸材料 としての耐火性能 を調べ るため，JIS A

1 311の加熱方法で耐火試験 を行 った。

曲げ試 験 の結 果，曲 げ強 度 は接 着 剤10％ 添加 で

1 1～34kg f／cm2，15％添加で27－54k gf／cm2，20％添加 で

3 7～83kg f／cm2とな り，接着剤が多い程 高い強度 を示 し

た。

表面試験の結果，発煙 も少な く，T dβ（発熱量） も

0 で，難燃 1級に相当する結果が得られた。なお，難

燃剤 で処理 しないコン トロールではT dβは30未満で難

燃2 級に相 当す る結果 が得 られた。

しかし，基材試験の結果， 3 ～7．6分で8 10℃に達し

た。 これは「20分間，8 10℃に達 しないこと」という基

準を満 たすには至 らず，難燃 1 級には合格 しなか った。

J IS A1311に基づく試験では2種類の構成の積層難

燃木炭 ボー ドは， いずれ も，60分 の加熱に耐えた。

（ 2） 木炭 とケイ素 との焼結 によ り得 られた材料 は耐熱

性が高 く，無機 人造繊維， 自動車部 品，ガス ター ビン

の製造材料として用いられ，またこれらの構造解析も

－3 7 －
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行われている。

　木炭と金属との複合材料に関してはサーメット（セ

ラミックと金属を焼結した材料で，原子炉，ロケット，

ガスタービンなどに使われる），超硬合金，セラミック

繊維，無機人造繊維，耐火物，炭素繊維，繊維強化金

属などあり，切削工具，航空機などに利用されていた。

また，これらの構造解析も行われるなどの情報が得ら

れた。

　なお，（3）については，1．1．2の項に記載した。

　　　　　　　　　　　  （平成2年度～平成5年度）

　　　　　　  （物性利用料，耐久性能科，成形科，

北海道立中央水産試験場，北海道立中央農業試験場，

北海道立北見農業試験場，北海道立道南農業試験場）

1．1．2　木質系炭化物の農水産業への利用（共研）

　　　    Application of Wood Charcoals for

   　　　 Agriculture and Fishery

　炭化度別木炭の製造並びにその物性の評価を行うと

ともに，木炭の環境浄化機能に注目した農耕地におけ

る有害物質の除去，木炭のろ過資材化，養殖漁業にお

ける水質浄化，連作障害が目立つハウス栽培やビート

等に対する効果を検討することを目標とした。このた

め，以下について検討した。

（1）供試木炭の製造と物性

　実験炉で，カラマツのこくずから炭化度の異なる炭

化物（炭化温度300～800℃，時間10分～20時間）を製

造した。また，原料や炭化方式の異なる実用炉で製造

の灰分，揮発分，固定炭素，PH，孔隙性等の物性を測

定した。

　その結果，木炭粉のpHは，炭化湿度300℃で酸性を

示すが，炭化温度が高くなるに従いpHが上昇し，500℃

以上ではアルカリ性を示した。実用炉の炭化物では流

動層炉木炭粉のみが酸性を示した。比表面積は実験炉

の炭化物では，400℃までは原料ののこくずと大差はな

いが，500℃を超えると急激に増加した。

（2）　木炭の養殖漁業における水質浄化

   ①　活性炭，セメント　つなぎ材を組み合わせ，海水

用ろ過資材として使用する板状の成形物を作製した(成

形科）。

  ②　木炭粉数種類を入れてクロソイを飼育し，へい死

数を把握するとともに木炭粉および上記板状成形物の

アンモニア吸着能，海水に対するろ材としての適性を

調べた。

　その結果，流動層炉木炭粉ではクロソイ20尾を飼育

中，5尾へい死した。この炭化物は炭化度が低いこと

から，酸性を示し，また他の木炭粉を含めて微粉は使

用上問題があった。海水中での木炭粉のアンモニア吸

着力は，全般的にも低い傾向が認められた。したがっ

て，吸着性よりも表面積の広さを生かした，浄化バク

テリアの着生基質としての利用法を開発する必要があ

ると思われる（中央水試）。

（3）土壌中の重金属の浄化および肥料成分の吸着

　炭化度の異なる木炭粉数種類について，高分子汚泥，

家畜糞尿，水産廃棄物からのZn，Cu，Cd，Pb，Niの

吸着機能および肥料成分の吸着機能を測定した。また，

コマツナおよびダイズを栽培する時の重金属および肥

料成分の吸着量を測定した。

　その結果，木炭粉の重金属吸着能は，第1表に示す

ように，原料別では樹皮(平炉)＞間伐材(ブロック炉)＞

のこくず（平炉，流動層炉）の順で，重金属の種類別

ではPb＞Cu＞Zn，Cd，Niであった。

　コマツナが吸収する重金属の量については，木炭粉

を施用すると，Zn および Cuの吸着を抑制する傾向を

示した。さらに，高分子系下水汚泥や豚糞を添加した

土壌の場合にも，木炭粉は Zn，Cuおよび Cdの吸収を

抑制した。なお，この吸着能は活性炭の1／3程度であっ

た。

　肥料成分のうち窒素に対する木炭粉の吸着能は，PH

によって異なり，PH7.0＞pH5.5であった。しかし，活

性炭やゼオライトと比較すると，1／10～1／4と小さかっ

た。一方，リンはみかけ上，吸着されなかった。

　コマツナおよびダイズが吸着する肥料成分（窒素，

リン）に及ぼす木炭施用の影響を調べた。コマツナで

は肥料成分の吸収が抑制された。一方，ダイズでは，

吸収量が増大した。この傾向は炭化度の高い木炭を用

いる程顕著であった。また，この時の窒素とリンの吸

〔J．Hokkaido For，Prod．Res．Inst．Vol．6，No.4，1992〕
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未利用森 林資 源の活 用技術 開発

第2表 ビー トの収量に対す る木炭施用 の影響

T a b le 2 ．T h e effect ofcharcoalon harv（∋St amOUnt Of a suger beet

＊各木炭粉施用区の対照区に対する百分率

P e rc e n t a g e ofsectionwithvariouskindsofcharacoalpowderincomparisonforcontroIsection

＊＊糖量 ．根重×根中糖分

A m o u n t ofsugar：（Weight ofa root）×（Thesugarcont2ntintheroot）

木炭のN（1は表 1 と共通

N（）Of ch a rc oa l p ow d er is c om m o11 tO Tablel

収量 と根粒重 との間には比例関係が認め られた。 した

がって，炭化度の高い木炭粉 を施 用す ると，木炭粉は

V A 菌根菌の活性 を高めてリンを吸収させ，また同時に

根粒菌の活性 をも高めて，窒素吸収 を促進 した もの と

推定 された。 なお， この効果は，石灰や活性炭の施用

でも認め られた （中央農試）。

（ 4） 木炭の連作障害防止機能

①数種類の木炭粉を用い，木炭粉の施用がビー トの

成育，収量および品質に及ぼす影響 について検討 した。

その結果，単作の場合第 2表 に示す ように，木炭粉

の施用量が増 えると10％水準で， ビー トの収量（糖量，

修正糖 量）が増 した。25年連作 した畑では木炭粉 の施

用に よって根重，糖量は明 らかに減少 した。 2 － 4 年

輪作では根重，糖量は同等 もしくは減少 した（北見農

試）。

②数種類の木炭粉を用い，施設野菜栽培土壌に対す

る木炭粉の施用が， きゅうり， トマ ト，ほ うれん草の

生育収量に及ぼす影響 について検討 した。

その結果， きゅうりでは流動層炉木炭の施用によっ

て生育の増大が認め られたが，他の木炭では施用量が

増す と生育は低下 した。 トマ トでは全般的 に着果，果

実肥大が悪か ったが，生育は木炭施用によって増大す

るものがみ られた。跡地土壌の p H は きゅ うり，トマ ト

とも′、ずれの木炭粉 で も，5 ％以上の施用で高 くな り，

アル カリ性が強 まった （道南農試）。

（ 平成 3 年度～平成 5年度）

（ 物性利用料，成形科，

北海道立中央水産試験場，北海道立中央農業試験場，

北海道立北見農業試験場，北海道立道南農業試験場）

1 ．1∴王 木炭ボー ドの製造技術の確立 （民間受託）

S tud y fo r M ak ing th e Boardwith

ー4 0 － 〔J・H o kk aido F or・ P rod・ R es・Inst・ V ol・6 ， N（14 ， 1992 〕

木 炭 粉　 N（1 施　 用　 量 根　 重 根　 中　 糖　 分 糖　 量 ＊ ＊ 修 正 糖 分 修　 正　 糖　 量

C h a r c o a l G iv in g a m o u n t

（kg ／10 a ）

W e ig h t o f T h e s u g a r c o n t e n t A m o u n t o f T h e m o d ifie d T h e m o d ifie d

p o w d e r N（1 r o o t in th e r o o t S u g a r S u g a r C O n t e n t a m o u n t o f s u g a r

（％ ）＊ （％ ） （％ ） （％ ） （％ ）

B l

0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0

5 0 9 8 9 9 9 8 9 8 9 8

1 0 0 9 8 1 0 0 9 8 9 9 9 9

1 5 0 1 0 4 1 0 0 1 0 4 1 0 4 1 0 4

B 2

0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0

5 0 9 8 1 0 2 1 0 0 1 0 2 1 0 0

1 0 0 9 9 1 0 1 1 0 0 1 0 1 1 0 0

1 5 0 9 6 1 0 3 9 9 1 0 4 1 0 0

B 3

0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0

5 0 1 0 6 1 0 0 1 0 6 1 0 0 1 0 6

1 0 0 1 0 8 9 8 1 0 6 9 8 1 0 6

1 5 0 1 0 8 9 8 1 0 6 9 8 1 0 6

B 5 － 1

0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0

5 0 1 0 2 9 9 1 0 1 9 9 1 0 0

1 0 0 1 0 0 9 8 9 8 9 7 9 8

1 5 0 1 0 6 9 9 1 0 4 9 9 1 0 4

B 5 － 2

0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0

5 0 1 0 4 1 0 0 1 0 4 1 0 0 1 0 4

1 0 0 1 0 4 10 1 1 0 5 1 0 1 10 5

1 5 0 1 0 4 10 2 1 0 6 1 0 2 10 6



未刊用森林資源の活用技術開発

　Charcoal Powder
　　　　　　　　（平成2年度～平成3年度）
　　　　　　　　　　　　  （物性利用科）

1．1．4　故紙を原料とした炭化物のボード製造技術の確

　　　   立と機能評価（民間受託）

　　　   Study and Evaluation on Making the Board

   　　　With Waste Paper Charcoal Powder

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （平成3年度）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（物性利用科）

1．2　粉砕物としての利用技術の開発

  　　Research and Development of Utilization
　  　Technologies for Wood Particles

1．3　成分の利用技術の開発

　　  Development of Utilization Technologies for

　　  Constituents of Wood

1．3．1  ササ成分の総合利用技術の確立

   　　　Utilization of Bamboo Grass Components

　本道の森林は下層植生としてササ類が広く分布して

おり，その蓄積量は15，000万tonに達するものと推定

されている。しかし，この膨大な森林バイオマスも森

林施業上単なる雑草にすぎず，その防除に多大の労力

と経費がかけられている。これまでにパルプ化，粗飼

料化，ハードボードやフルフラールの製造など多くの

変換技術が提案されているが，資源の把握，集搬方法，

製造プロセスなどに未解決の部分も多く事業的に定着

していない。現在，ササ類はそのごく一部が健康食品，

放牧飼料，農産物支柱，民芸品材料などに利用されて

いるが，大半は未利用のまま廃棄されている。森林整

備のみならず森林資源の有効利用の観点からもササ資

源の大規模利用技術の確立が望まれている。

　ササ稈部の化学組成は，針葉樹材よりはむしろ同じ

被子植物に属する広葉樹材にちかく，リグニン含有量

も20％と多くない。ヘミセルロースはアラビノグルク

ロノキシランから構成されており，10数kgf／cm2程度の

飽和水蒸気処理で容易に加水分解し，水溶性糖類（低

〔林産式場報　第6巻　第4号〕

分子キシラン，キシロオリゴ糖，キシロース，アラビ

ノースなど）を与える。リグニンも同時にその一部が

希アルカリに可溶性となる。したがって，水蒸気蒸煮

と水，希アルカリ抽出を組み合わせることにより，サ

サ成分．すなわち，キシラン，リグニンおよび、セルロ

ースの効率的分線が可能となる。水溶性糖類は，それ

自体が可食性繊維として，あるいはオリゴ糖，低カロ

リー甘味料原料として利用できる。また，希アルカリ

抽出残さは主にセルロースからなり，脱塩すれば良質

粗飼料として利用できる。そこで，本研究では希アル

カリで抽出されるリグニンの用途開発として，フェノ

ール系接着剤への変換について検討した。

（1）　試験方法

　水蒸気蒸煮法によるササ稈部の主な利用対象は，製

品の付加価値を考慮すればキシランである。したがっ

て，キシランの収率が最大となる条件（170℃－70分，

185℃－2O分，200℃－5分）でクマイザサ稈部を蒸煮し

た。蒸煮物を圧搾し，圧搾残さをさらに希アルカリ（0．1，

0．3，0．5，1．0％水酸化ナトリウム水溶液）を用いて，

25，50．．80℃の温度条件で1時間抽出した。抽出液を

塩酸中和後，加圧ろ過しリグニンを得た。このように

して調製したリグニンを，種々の混合比でフェノール

－ホルムアルデヒドあるいはレゾルシノールーホルムア

ルデヒドに加えて製糊し，合板による接着力試験を行

った。

（2）試験結果

　水蒸気蒸煮処理によりササ稈部のリグニンの90％が

希アルカリに可溶化し，フェノール性水酸基も顕著に

増加した。このことは，蒸煮処理によりササリグニン

中のα－およびβ－0－4結合がアシドリシスと類似し

た反応機構で解裂し低分子化していることを示してい

る。抽出リグニン量は，抽出温度や水酸化ナトリウム

の濃度が高いほど大きかった。接着剤原料としては，

0.1－0.5％の水酸化ナトリウム水溶液で80℃で抽出され

たリグニンが最も優れていた。しかしこの場合でもフ

ェノール置換率は50％までであり，さらにリグニン添

加率を上げるとフェノール樹脂木材接着剤の JIS規格

をクリアできなかった。



未利 用森林 資源の 活用技 術開 発

（ 平成 3 年度）

（ 成分利用料，接着塗装科）

1 ．3．2 ササヘ ミセル ロースの効率的抽 出法の開発

（ 民間受託 ）

E x tr a c tio n o f X y la n fro m C u lm o f B a m b o o

G ra ss

（ 平成 3年度）

（ 成分利用料）

2 ．微生物的手法による利用技術開発

R e s e a rc h and Development ofUtilization

T echn ologies o f w oo d by BiologlCalMethod

2 ．1 食用 菌栽培技術の確立

E sta b lish m en t o f C u ltiv a tin g T e c h n o lo g ie s fo r

E d ib le F u n g 1

2 ．1．1 ハ ウス管理によるシイタケ原木栽培技術の確立

B ed －L og C ultiv ation M eth od of S hiita k e

i n the Green House

本道 におけるシイタケの原木栽培 は，ハウスを用い

た周年栽培方式が主流である。 しかし，既設のハ ウス

はほとんどが密閉式のため，これに起因する弊害が多

い。

そこで，理想的な構造のハ ウス を建設 した うえで，

四季別栽培管理 法を確立 し，減少 しつつ ある原木の有

効利用を計 ることを目的 として，昭和63年度か ら試験

を開始 している。

平成 3 年度は，（1）元年に植菌 し，密閉型ハウスでほ

だ作 りした ミズナラほだ木の発生試験，（2）元年に植菌

し，密閉型ハ ウスでほだ作 りしたシラカンパほだ木の

発生試験，（3）伐採時期別原木の発生試験，を終了 した。

この うち（3）は， シイタケ栽培用原木の伐採時期が冬

期に集中 していることが，原木不足 を一層深刻化させ

ていることから，夏山造材 による原木 を用いる可能性

を検討 した ものである。 2 ， 6， 8 ，10月に伐採・ 植

菌した ミズナラ原木 を開放型ハウスで育成 し， 9 回浸

水発生 を行 った ところ， 原木 1 mユ当た りの子実体収量

はそ れ ぞれ ，107，83， 108，143kg で あ った。 これ とそ

れぞれの原木の容積密度 （0．64，0．57，0．63，0．75）

との間には，正の相関（相 関係数0．996）が認め られた。

したがって，今回の試験における子実体収量の差 は，

伐採時期や植菌時期 よ りも，む しろ原木の容積密度 な

ど，原木形質の相違 に因 るところが大 きいと考えられ

る。 このことは， ミズナラ原木は伐採時期 を問わず，

シイタケ栽培に使用で きる可能性 を示唆 している。た

だし，今回の試験は小規模であるため，以上の結果が

普遍的なものであるか否かを確かめるためには，供試

本数 を増や し，より精度の高い試験 を行 う必要がある。

（ 昭和63年度～平成 4 年度）

（ 微生物利用料）

2 ．1．2 シイタケ空調栽培技術の開発

S aw －D ust Cultivation Method of Shiitake

U n d er the Air－Conditioned Environment

本道における食用 きの この生産量は年 々増加の一途

をたどってお り，生 シイタケも平成 2年度には2，9 15to n

を超 える生産量 となった。

しかし，本道で消費され る生 シイタケの 自給率は約

6 5％ と低 く， その生産量の拡大は市場関係者か らも強

く望 まれている。

一方，シイタケの生産に用 いられる ミズナラ原木は，

年々入手が困難 になって きてお り， シイタケの増産 を

図る上で，大 きな障害にな りつつある。

林産誠験場では，かねてか ら本道の気象条件 を克服

してシイタケ自給率を改善するためには，空調施設で

の菌床による栽培 が不可欠であると考 え，発生が短期

間に終了す る栽培 法の開発 と品種の育成 に力 を注いで

きた。その結果，実験室規模ではあるが，良好な成績

を示す品種の開発に成功 した。

さらに，冷暖房を施 した空調施設でシイタケ菌床栽

培を成 り立たせ るため には，少な くとも 1次発生で2．5

k gの菌床か ら500g の収穫 を得 なければならないが，こ

のボー・ダーラインを超 えるための方法 として，増収剤

とフスマで調整 した培地 を用い，熟成中の菌床に光 を

与えることが効果的であることを元年度に明らかに し

た。また平成 2 年度には，60 E】間 （熟成期間を含む）

－4 2 －
〔＿「． H o k k a i d o F o r ． P r o d ． R e s ． I n s t ． V o l ． 6 ， N （）． 4 ， 1 9 9 2 〕



未利 用森林 資源 の活用技 術問 責篭

の培養期間中，最後の20 日間以上 を照明期間 とする と

子実体の芽数がふえ，結果的に収量が増加す ることを

明らか に した。

この ように子実体収量の増大に成功 した反面，これ

にともなって子実体 が小型化 し，現在の市場の規格 で

は格外品 として位置付 けられかねない という欠点 も生

じた。 しか し， このこ とは欠点 のみに止まらず， トマ

トにお けるミニ トマ トのように，小型であることを利

点として差別化 した商品に育 ち得 るとい う，優れた可

能性 にも通 じている。

しかしなが ら，新 しい商品 を市場や消費者 にな じま

せるには，かな りの努 力 と時間を必要 とする。そ こで，

3 年度 は，現在の市場 で好 まれるM クラスの子実体 を

生産するために，新たな培地組成の開発 を試みた。

培地原料 として，マカンパ帯のこ くず， フスマ， ヒ

ラタケ用増収剤を用いた。の こくず19 J に対 して， フ

スマ と増収剤を単独， もし〈 は混用 して，0．5，1．0，

1 ．5 ，2．Okg となるように加 え，適度 な水分 として培

地を調整 した。

使用種菌は当場保存株 3 ，市販株 1 の 4 株 とし，栽

培条件 は当場の常法 としたが，市販殊 については開発

メーカーの常法に準 じて行 った。

この結果，次のことが明らか となった。

（ 1） 一般的 に，収量が増加 すると子実体は小形化す る。

（ 2） 培地に添加する栄養分の質と量に対する感受性は，

菌株 によって大 き く異なる。

（ 3） L e77－20は，フスマの添加量が増す と子実体収量 も

増大 し，小形化す る。 ヒラタケ用増収剤単用 は子

実体 を大型化 し， フスマ と混用すると収量を飛躍

的に増大 させる。

（ 4） L e58－3は， ヒラタケ用増収剤単用で（フスマ と混

用しな くても）飛躍的 な増収効果が現れ る。 また，

培地組成や子実体収量は，子実体 の大 きさに大 き

く影響 しない。

（ 5） L e86－2は，培地組成，子実体収量および子実体の

大きさの間に一定 した相関が見 られない。

（ 6） 市販株は，培養期間を90日とした場合，フスマ と

増収剤 を混用 した区において子実体収量が高かっ
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た。また，子実体収量 と子実体 の大 きさの間 には，

一定 した相関がみ られなか った。

以上 のように，増収剤の効果は使用す る菌株 によっ

て大 きく異 なる ものの，L e77－20の子実体 を大 きくす る

効果は明らかなので， 4 年度は，このヒラタケ用増収

剤の使用法に，さらに詳細な検討 を加 える予定で ある。

（ 平成 2 年度 ～平成 4 年度）

（ 微生物利用料）

2 ．1．3 ナラタケ瓶栽培技術の開発

5 ；a w －D ust Cultivation Method of Genus
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ポリポ リと呼 ばれて，秋の味覚 として人気の高 い野

性キノコ，ナ ラタケ属の瓶栽培技術を確立 し， 食生活

の多様化 とキノコ栽培者の期待に応えるとともに，本

道特産品 とす るこ とを目的 として，昭和63年度か ら研

究を行 って いる。

ナラタケの栽培で最 も障害 になるのは，種菌 からの

菌糸再 生（特に，根状菌糸束の形成）が遅いため に，

種菌が活着す る前に乾燥 し，ベニ ンリウムな どの雑菌

に汚染 されやすいこ とである。 そのため に，培養途中

で試験を中断するといった トラブルが生 じ，安定した

試験結果が得に〈 かった。

平成 2年度 においては，特殊 なフィルター を挿 入し

たゴムキャップが，種菌の乾燥防止に有効であること

を明らかにした。さらに，実験室規模では，液体培地

に2 ％程度の濃度になるようにエタノールを添加する

ことにより，根状菌 糸束の形成が速やかに行われるこ

とが分かった。

3 年度においては，の こくず培地へのエ タノー ルや

エタノールを生産する酵母 を添加 し，根状菌糸束の形

成促進効果の有無 を検討 した。 しか し， ノコクズ培地

においては， 2 ％程 度のユ タノ【 ル濃度 では，根状菌

糸束の形成速度 にコン トロール と差が生 じなかった。

また，酵母の添加効果について も明確な結果が得 られ

なか っ た。

そこで，効果的 な根状菌糸束誘導物質の検討を行 っ

た。その結果， カロチ ンが菌糸束誘導に効果的である

－4 3 －
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ことが分かり，この応用技術として，カロチンを含有

するものの一つであるニンジンをのこくず培地と種菌

の間に挟むことにより，効率良く菌糸束が形成され，

安定した培養を行うことが可能になることを見出した。

　また，3年度には，実験室的品種選抜法の検討を行

い，200mlの培養瓶に130g前後ののこくず培地を詰め

て試験を行うことで，800mlの培養瓶を用いた場合と同

程度の培養日数で，同割合の子実体量が得られること

が分かった。この方法を用いて，品種選抜試験を行い，

林産試験場保存23株から人工栽培に通する2株を選抜

した。

　　　　　　　　　　　 （昭和63年度～平成4年度）

　　　　　　　　　　　　　　　　（微生物利用科）

2．1．4　エノキタケの優良種菌の開発（民間受託）

     　　 Improvement of Flammulina velutipes

　　　　  strains

　　　　　　　　　　　  （平成2年度～平成3年度）

　　　　　　　　　　　　　　　　（微生物利用科）

2．2　微生物機能の利用

　　  Utilization of Wood with Application of

　　  Function of Micro－Organisms

〔J．Hokkaido For．Prod．Res，Inst．Vol．6，No.4，1992〕


